
 

 

改正 令和２年２月１３日 原規法発第 2002071 号 原子力規制委員会決定 

 

  令和２年２月１３日 

 

                     原子力規制委員会 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等に基づく原子力規

制委員会の処分に係る審査基準等の一部改正について 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等に基づく原子力規制委

員会の処分に係る審査基準等（原規総発第 1311275 号）の一部を、別表により改正

する。 

 

   附 則 

この規程は、原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律（平成２９年法律第１５

号）第３条の規定の施行の日（令和２年４月１日）から施行する。 
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別表 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等に基づく原子力規制委員会の処分に係る審査基準等 新旧対照表 

（傍線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

（別表） 

条文 

 

内容 審査基準又は処分基準 標準処理

期間 

【製錬の規則】 

（略） （略） （略） （略） 

第８条第

１項 

製錬事業者であ

る法人の合併及

び分割に係る認

可 

基準は、第８条第２項に

おいて準用する第４条第

１号及び第３号に規定さ

れている。（※１） 

※６ 

（略） （略） （略）  

第１１条

の２第２

項 

防護措置に係る

是正措置等の命

令 

基準は、第１１条の２第

２項及び製錬規則第６条

の２に規定されている。 

製錬規則第６条の２につ

いては、原子力規制委員

会が別に定める基準を基

とし、個々の事案ごとに

判断する。 

 

（略） （略） （略） （略） 

第１２条

の２第１

製錬事業者が定

めた核物質防護

基準は、第１２条の２第

２項及び製錬規則第６条

９０日 

（別表） 

条文 

 

内容 審査基準又は処分基準 標準処理

期間 

【製錬の規則】 

（略） （略） （略） （略） 

第８条第

１項 

製錬事業者であ

る法人の合併及

び分割に係る認

可 

基準は、第８条第２項に

おいて準用する第４条第

１項第１号に規定されて

いる。（※１） 

※６ 

（略） （略） （略）  

第１１条

の２第２

項 

防護措置に係る

是正措置等の命

令 

基準は、第１１条の２第

２項及び製錬規則第６条

の２に規定されている。

製錬規則第６条の２につ

いては原子力規制委員会

が別に定める基準を基と

し、個々の事案毎に判断

する。 

 

（略） （略） （略） （略） 

第１２条

の２第１

製錬事業者が定

めた核物質防護

基準は、第１２条の２第

２項及び製錬規則第６条

９０日 
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項 規定の認可 の２に規定されている。 

製錬規則第６条の２につ

いては、原子力規制委員

会が別に定める基準を基

とし、個々の事案ごとに

判断する。 

（略） （略） （略） 

第１２条

の２第３

項 

製錬事業者が定

めた核物質防護

規定の変更命令 

基準は、第１２条の２第

３項及び製錬規則第６条

の２に規定されている。 

製錬規則第６条の２につ

いては、原子力規制委員

会が別に定める基準を基

とし、個々の事案ごとに

判断する。 

 

（略） （略） （略）  

第１２条

の６第２

項 

廃止措置計画の

認可 

基準は、第１２条の６第

４項及び製錬規則第７条

の５の９に規定されてい

る。（※２） 

※６ 

（略） （略） （略） （略） 

第１２条

の６第８

項 

廃止措置の終了

の確認 

基準は、第１２条の６第

８項及び製錬規則第７条

の５の１１に規定されて

※６ 

項 規定の認可 の２に規定されている。

製錬規則第６条の２につ

いては原子力規制委員会

が別に定める基準を基と

し、個々の事案毎に判断

する。 

（略） （略） （略） 

第１２条

の２第３

項 

製錬事業者が定

めた核物質防護

規定の変更命令 

基準は、第１２条の２第

３項及び製錬規則第６条

の２に規定されている。

製錬規則第６条の２につ

いては原子力規制委員会

が別に定める基準を基と

し、個々の事案毎に判断

する。 

 

（略） （略） （略）  

第１２条

の６第２

項 

廃止措置計画の

認可 

基準は、第１２条の６第

４項及び製錬規則第７条

の５の６に規定されてい

る。（※２） 

※６ 

（略） （略） （略） （略） 

第１２条

の６第８

項 

廃止措置の終了

確認 

基準は、第１２条の６第

８項及び製錬規則第７条

の５の８に規定されてい

※６ 
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いる。（※２） 

第１２条

の７第２

項 

指定の取消し等

に伴う廃止措置

計画の認可 

基準は、第１２条の７第

５項及び製錬規則第７条

の５の９に規定されてい

る。（※２） 

※６ 

（略） （略） （略） （略） 

第１２条

の７第９

項 

指定の取消し等

に伴う廃止措置

の終了の確認 

基準は、第１２条の７第

９項及び製錬規則第７条

の５の１１に規定されて

いる。（※２） 

※６ 

【加工の規制】 

第１３条

第１項 

加工事業の許可 基準は、第１４条各号の

規定並びに加工施設の位

置、構造及び設備の基準

に関する規則（平成２５

年原子力規制委員会規則

第１７号。以下「加工事

業許可基準規則」とい

う。）及び原子力施設の

保安のための業務に係る

品質管理に必要な体制の

基準に関する規則（令和

２年原子力規制委員会規

則第２号。以下「品質管

※６ 

る。（※２） 

第１２条

の７第２

項 

指定の取消し等

に伴う廃止措置

計画の認可 

基準は、第１２条の７第

５項及び製錬規則第７条

の５の６に規定されてい

る。（※２） 

※６ 

（略） （略） （略） （略） 

第１２条

の７第９

項 

指定の取消し等

に伴う廃止措置

の終了確認 

基準は、第１２条の７第

９項及び製錬規則第７条

の５の８に規定されてい

る。（※２） 

※６ 

【加工の規制】 

第１３条

第１項 

加工事業の許可 基準は、第１４条第１項

各号の規定及び「加工施

設の位置、構造及び設備

の基準に関する規則」

（平成２５年原子力規制

委員会規則第１７号。以

下「加工事業許可基準規

則」という。）によるも

のとし、以下の規程を基

として個々の事案毎に判

断する。 

 

 

※６ 
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理基準規則」という。）

によるものとし、以下の

規程を基として個々の事

案ごとに判断する。 

○核燃料物質の加工の事

業に係る加工事業者の

重大事故の発生及び拡

大の防止に必要な措置

を実施するために必要

な技術的能力に係る審

査基準（原管研発第１

３１１２７３号（平成

２５年１１月２７日原

子力規制委員会決

定）） 

○原子力事業者の技術的

能力に関する審査指針

（平成１６年５月２７

日原子力安全委員会決

定） 

○ウラン・プルトニウム

混合酸化物燃料加工施

設に対する仮想的な臨

界事故の評価について

（平成１４年４月１１

 

 

 

 

○核燃料物質の加工の事

業に係る加工事業者の

重大事故の発生及び拡

大の防止に必要な措置

を実施するために必要

な技術的能力に係る審

査基準（原管研発第１

３１１２７３号（平成

２５年 １１月２７日

原子力規制委員会決

定） 

○原子力事業者の技術的

能力に関する審査指針

（平成１６年５月２７

日、原子力安全委員会

決定） 

○ウラン・プルトニウム

混合酸化物燃料加工施

設に対する仮想的な臨

界事故の評価について

（平成１４年４月１１
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日原子力安全委員会決

定） 

○加工施設の位置、構造

及び設備の基準に関す

る規則の解釈（原管研

発第１３１１２７１号

（平成２５年１１月２

７日原子力規制委員会

決定）） 

○原子力施設の保安のた

めの業務に係る品質管

理に必要な体制の基準

に関する規則の解釈

（番号（令和 年 月 

日原子力規制委員会決

定）。以下「品質管理

基準解釈」という。） 

（略） （略） （略） （略） 

第１６条

の２第１

項 

加工施設の設計

及び工事の計画

の認可 

基準は、第１６条の２第

３項に規定されている。 

同項第２号については、

加工施設の技術基準に関

する規則（令和 年原子

力規制委員会規則第 

号。以下「加工技術基準

※６ 

日、原子力安全委員会

決定） 

○「加工施設の位置、構

造及び設備の基準に関

する規則の解釈」（原

管研発第１３１１２７

１号（平成２５年１１

月２７日原子力規制委

員会決定）。以下「加

工事業許可基準解釈」

という。） 

 

 

 

 

 

 

（略） （略） （略） （略） 

第１６条

の２第１

項 

加工施設の設計

及び工事の方法

の認可 

基準は、第１６条の２第

３項に規定されている。 

同項第２号については、

「加工施設の設計及び工

事の方法の技術基準に関

する規則」（昭和６２年

総理府令第１０号）、「核

※６ 
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規則」という。）及び核

原料物質又は核燃料物質

の製錬の事業に関する規

則等の規定に基づく線量

限度等を定める告示（平

成２７年原子力規制委員

会告示第８号）によるも

のとし、以下の規程を基

として個々の事案ごとに

判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○加工施設の技術基準に

燃料物質の加工の事業に

関する規則等の規定に基

づき、線量限度等を定め

る告示」（平成１２年科

学技術庁告示第１３号）

及び「工場又は事業所に

おける核燃料物質等の運

搬に関する措置に係る技

術的細目等を定める告示

（昭和５３年通商産業省

告示第６６６号）」に規

定されている。（※２） 

 

同項第３号については、

「加工施設に係る加工事

業者の設計及び工事に係

る品質管理の方法及びそ

の検査のための組織の技

術基準に関する規則」

（平成２５年原子力規制

委員会規則第１８号）に

よるものとし、以下の規

程を基として個々の事案

毎に判断する。 

○「加工施設に係る加工
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関する規則の解釈（番

号（令和 年 月 日

原子力規制委員会決

定）。以下「加工技術

基準解釈」という。） 

 

 

 

 

加工施設の変更

に係る設計及び

工事の計画の認

可 

同上 ※６ 

第１６条

の２第２

項 

加工施設の設計

及び工事の計画

の変更の認可 

同上 ※６ 

第１６条

の３第３

項 

加工施設の使用

前事業者検査に

関する確認 

基準は、第１６条の３第

２項に規定されている。 

同項第２号については、

加工技術基準規則及び核

原料物質又は核燃料物質

の製錬の事業に関する規

則等の規定に基づく線量

限度等を定める告示によ

るものとし、以下の規程

確認終了

後３０日 

事業者の設計及び工事

に係る品質管理の方法

及びその検査のための

組織の技術基準に関す

る規則の解釈」（原管

研発第１３１１２７２

号（平成２５年１１月

２７日原子力規制委員

会決定）） 

加工施設の変更

に係る設計及び

工事の方法の認

可 

同上 ※６ 

第１６条

の２第２

項 

加工施設の設計

及び工事の方法

の変更の認可 

同上 ※６ 

第１６条

の３第１

項 

加工施設の使用

前検査 

基準は、第１６条の３第

２項に規定されている。 

同項第２号については、

「加工施設の性能に係る

技術基準に関する規則」

（平成２５年原子力規制

委員会規則第１９号。以

下「加工性能基準規則」

という。）、「核燃料物質

検査終了

後３０日 
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を基として個々の事案ご

とに判断する。 

○加工技術基準解釈 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） （削除） 

（削除） （削除） （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

（削除） （削除） （削除） 

 

 

（削除） 

の加工の事業に関する規

則等の規定に基づき、線

量限度等を定める告示」

及び「工場又は事業所に

おける核燃料物質等の運

搬に関する措置に係る技

術的細目等を定める告

示」に規定されている。

（※２） 

加工施設の変更

に係る使用前検

査 

同上 検査終了

後３０日 

第１６条

の４第１

項 

加工施設の溶接

検査 

基準は、第１６条の４第

３項及び加工施設、再処

理施設、特定廃棄物埋設

施設及び特定廃棄物管理

施設の溶接の技術基準に

関する規則（平成１２年

総理府令第１２３号。以

下「核燃料施設溶接規

則」という。）に規定さ

れている。（※２） 

※６ 

第１６条

の４第２

項 

加工施設の溶接

の方法の認可 

基準は、核燃料物質の加

工の事業に関する規則

（昭和４１年総理府令第

※６ 



9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） （削除） （削除） 

 

 

 

（削除） 

第１８条

第１項 

加工事業者であ

る法人の合併及

び分割に係る認

可 

基準は、第１８条第２項

において準用する第１４

条第１号、第２号及び第

４号に規定されている。

（※２） 

※６ 

第２０条 加工事業の許可 基準は、第２０条第１項  

３７号。以下「加工規

則」という。）第３条の

１２第３項の規定による

ものとし、以下の規程を

基として個々の事案毎に

判断する。 

○加工施設及び再処理施

設に係る溶接の方法の

認可について（平成１

２年１２月２７日付け

１２安局第２１２号

（原子力安全局長通

達）。以下「核燃料施

設溶接方法認可通達」

という。） 

第１６条

の４第４

項 

輸入した加工施

設の溶接検査 

基準は、第１６条の４第

５項及び核燃料施設溶接

規則に規定されている。

（※２） 

※６ 

第１８条

第１項 

加工事業者であ

る法人の合併及

び分割に係る認

可 

基準は、第１８条第２項

において準用する第１４

条第１号に規定されてい

る。（※２） 

 

※６ 

第２０条 加工事業の許可 基準は、第２０条第１項  
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第１項 の取消し 及び核燃料物質の加工の

事業に関する規則（昭和

４１年総理府令第３７

号。以下「加工規則」と

いう。）第６条に規定さ

れている。（※３） 

（略） （略） （略）  

第２１条

の３第１

項 

加工施設の使用

の停止等 

基準は、第２１条の３第

１項並びに加工事業許可

基準規則及び加工技術基

準規則に規定されてい

る。（※３） 

 

第２１条

の３第２

項 

防護措置に係る

是正措置等の命

令 

基準は、第２１条の３第

２項及び加工規則第７条

の９に規定されている。 

加工規則第７条の９につ

いては、原子力規制委員

会が別に定める基準を基

とし、個々の事案ごとに

判断する。 

 

第２２条

第１項 

加工事業者が定

めた保安規定の

認可 

基準は、第２２条第２項

に規定されている。 

同項第２号については、

加工施設における保安規

３０日 

第１項 の取消し 

 

及び加工規則第６条に規

定されている。（※３） 

 

 

 

 

（略） （略） （略）  

第２１条

の３第１

項 

加工施設の使用

の停止等 

基準は、第２１条の３第

１項、加工事業許可基準

規則及び加工性能基準規

則によるものとする。 

 

 

第２１条

の３第２

項 

防護措置に係る

是正措置等の命

令 

基準は、第２１条の３第

２項及び加工規則第７条

の９に規定されている。

加工規則第７条の９につ

いては原子力規制委員会

が別に定める基準を基と

し、個々の事案毎に判断

する。 

 

第２２条

第１項 

加工事業者が定

めた保安規定の

認可 

基準は、第２２条第２項

に規定されている。 

同項については、「加工

施設における保安規定の

３０日 
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定の審査基準（原管研発

第１３１１２７４号（平

成２５年１１月２７日原

子力規制委員会決定））

を基とし、個々の事案ご

とに判断する。 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

第２２条

の６第１

項 

加工事業者が定

めた核物質防護

規定の認可 

基準は、第２２条の６第

２項において読み替えて

準用する第１２条の２第

２項及び加工規則第７条

の９に規定されている。 

加工規則第７条の９につ

いては、原子力規制委員

会が別に定める基準を基

とし、個々の事案ごとに

判断する。 

９０日 

（略） （略） （略） 

第２２条

の６第２

項 

加工事業者が定

めた核物質防護

規定の変更命令 

基準は、第２２条の６第

２項において読み替えて

準用する第１２条の２第

３項及び加工規則第７条

の９に規定されている。 

 

審査基準」（原管研発第

１３１１２７４号（平成

２５年 １１月２７日原

子力規制委員会決定））

を基とし、個々の事案毎

に判断する。 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

第２２条

の６第１

項 

加工事業者が定

めた核物質防護

規定の認可 

基準は、第２２条の６第

２項において準用する第

１２条の２第２項及び加

工規則第７条の９に規定

されている。加工規則第

７条の９については原子

力規制委員会が別に定め

る基準を基とし、個々の

事案毎に判断する。 

 

９０日 

（略） （略） （略） 

第２２条

の６第２

項 

加工事業者が定

めた核物質防護

規定の変更命令 

基準は、第２２条の６第

２項において準用する第

１２条の２第３項及び加

工規則第７条の９に規定

されている。加工規則第
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加工規則第７条の９につ

いては、原子力規制委員

会が別に定める基準を基

とし、個々の事案ごとに

判断する。 

第２２条

の７第２

項 

核物質防護管理

者の解任命令 

基準は、第２２条の７第

２項において読み替えて

準用する第１２条の５に

規定されている。（※

３） 

 

（略） （略） （略）  

第２２条

の８第２

項 

廃止措置計画の

認可 

基準は、第２２条の８第

３項において読み替えて

準用する第１２条の６第

４項及び加工規則第９条

の８に規定されている。

（※２） 

※６ 

第２２条

の８第３

項におい

て読み替

えて準用

する第１

２条の６

廃止措置計画の

変更の認可 

同上 ※６ 

７条の９については原子

力規制委員会が別に定め

る基準を基とし、個々の

事案毎に判断する。 

 

第２２条

の７第２

項 

核物質防護管理

者の解任命令 

基準は、第２２条の７第

２項において準用する第

１２条の５に規定されて

いる。（※３） 

 

 

（略） （略） （略）  

第２２条

の８第２

項 

廃止措置計画の

認可 

基準は、第２２条の８第

３項において準用する第

１２条の６第４項及び加

工規則第９条の８に規定

されている。（※２） 

 

※６ 

第２２条

の８第３

項におい

て準用す

る第１２

条の６第

３項 

廃止措置計画の

変更の認可 

同上 ※６ 
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第３項 

（略） （略） （略）  

第２２条

の８第３

項におい

て準用す

る第１２

条の６第

８項 

廃止措置の終了

の確認 

基準は、第２２条の８第

３項において準用する第

１２条の６第８項及び加

工規則第９条の１０に規

定されている。（※２） 

※６ 

第２２条

の９第２

項 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

計画の認可 

基準は、第２２条の９第

５項において読み替えて

準用する第１２条の７第

５項及び加工規則第９条

の８に規定されている。

（※２） 

※６ 

第２２条

の９第５

項におい

て読み替

えて準用

する第１

２条の７

第４項 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

計画の変更の認

可 

同上 ※６ 

 

（略） （略） （略）  

第２２条

の８第３

項におい

て準用す

る第１２

条の６第

８項 

廃止措置の終了

確認 

基準は、第２２条の８第

３項において準用する第

１２条の６第８項及び加

工規則第９条の１０に規

定されている。（※２） 

※６ 

第２２条

の 

９第２項 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

計画の認可 

基準は、第２２条の９第

５項において準用する第

１２条の７第５項及び加

工規則第９条の８に規定

されている。（※２） 

 

※６ 

第２２条

の９第５

項におい

て準用す

る第１２

条の７第

４項 

 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

計画の変更の認

可 

同上 ※６ 
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第２２条

の９第５

項におい

て準用す

る第１２

条の７第

８項 

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

止のための措置

等の命令 

基準は、第２２条の９第

５項において読み替えて

準用する第１２条の７第

８項に規定されている。

（※３） 

 

第２２条

の９第５

項におい

て読み替

えて準用

する第１

２条の７

第９項 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

の終了の確認 

基準は、第２２条の９第

５項において読み替えて

準用する第１２条の７第

９項及び加工規則第９条

の１０に規定されてい

る。（※２） 

※６ 

【試験研究用等原子炉の規制】 

第２３条

第１項 

原子炉（試験研

究の用に供する

原子炉等の設

置、運転等に関

する規則（昭和

３２年総理府令

第８３号。以下

「試験炉規則」

基準は、第２４条第１項

各号の規定並びに試験研

究の用に供する原子炉等

の位置、構造及び設備の

基準に関する規則（平成

２５年原子力規制委員会

規則第２１号。以下「試

験炉許可基準規則」とい

※６ 

第２２条

の９第５

項におい

て準用す

る第１２

条の７第

８項 

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

止のための措置

等の命令 

基準は、第２２条の９第

５項において準用する第

１２条の７第８項に規定

されている。（※３） 

 

第２２条

の９第５

項におい

て準用す

る第１２

条の７第

９項 

 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

の終了確認 

基準は、第２２条の９第

５項において準用する第

１２条の７第９項及び加

工規則第９条の１０に規

定されている。（※２） 

※６ 

【試験研究用等原子炉の規制】 

第２３条

第１項 

原子炉（試験研

究の用に供する

原子炉等の設

置、運転等に関

する規則（昭和

３２年総理府令

第８３号。以下

「試験炉規則」

基準は、第２４条第１項

各号の規定及び「試験研

究の用に供する原子炉等

の位置、構造及び設備の

基準に関する規則」（平

成２５年原子力規制委員

会規則第２１号。以下

「試験炉許可基準規則」

※６ 
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という。）第１条

第１号又は第２

号に掲げるもの

に限る。）の設置

の許可 

う。）及び品質管理基準

規則によるものとし、以

下の規程を基として個々

の事案ごとに判断する。 

○原子力事業者の技術的

能力に関する審査指針 

 

 

 

○試験研究の用に供する

原子炉等の位置、構造

及び設備の基準に関す

る規則の解釈（原規研

発第１３１１２７１号

（平成２５年１１月２

７日原子力規制委員会

決定）。以下「試験炉

許可基準解釈」とい

う。） 

○品質管理基準解釈 

第２３条

の２第１

項 

外国原子力船に

設置した試験研

究用等原子炉に

係る許可 

基準は、第２４条の２第

１項並びに試験炉許可基

準規則及び品質管理基準

規則によるものとし、以

下の規程を基として個々

※６ 

という。）第１条

第１号又は第２

号に掲げる原子

炉に限る。）設置

の許可 

という。）によるものと

し、以下の規程を基とし

て個々の事案毎に判断す

る。 

○「原子力事業者の技術

的能力に関する審査指

針」（平成１６年５月

２７日、原子力安全委

員会） 

○「試験研究の用に供す

る原子炉等の位置、構

造及び設備の基準に関

する規則の解釈」（原

規研発第１３１１２７

１号（平成２５年１１

月２７日原子力規制委

員会決定）。以下「試

験炉許可基準解釈」と

いう。） 

 

第２３条

の２第１

項 

外国原子力船に

係る試験研究用

等原子炉の設置

の許可 

基準は、第２４条の２第

１項及び試験炉許可基準

規則によるものとし、以

下の規程を基として個々

の事案毎に判断する。 

※６ 
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の事案ごとに判断する。 

○原子力事業者の技術的

能力に関する審査指針 

 

 

 

○試験炉許可基準解釈 

○品質管理基準解釈 

第２６条

第１項 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げるものに限

る。）の設置の変

更の許可 

基準は、第２６条第４項

において準用する第２４

条第１項各号の規定並び

に試験炉許可基準規則及

び品質管理基準規則によ

るものとし、以下の規程

を基として個々の事案ご

とに判断する。 

○原子力事業者の技術的

能力に関する審査指針 

 

 

 

○試験炉許可基準解釈 

○品質管理基準解釈 

※６ 

 

○「原子力事業者の技術

的能力に関する審査指

針」（平成１６年５月

２７日、原子力安全委

員会） 

○試験炉許可基準解釈 

 

第２６条

第１項 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。）の設置の

変更の許可 

基準は、第２６条第４項

において準用する第２４

条第１項各号の規定及び

試験炉許可基準規則によ

るものとし、以下の規程

を基として個々の事案毎

に判断する。 

 

○「原子力事業者の技術

的能力に関する審査指

針」（平成１６年５月

２７日、原子力安全委

員会） 

○試験炉許可基準解釈 

 

※６ 
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第２６条

の２第１

項 

外国原子力船に

設置した試験研

究用等原子炉に

係る変更の許可 

基準は、第２６条の２第

３項において準用する第

２４条の２第１項並びに

試験炉許可基準規則及び

品質管理基準規則による

ものとし、以下の規程を

基として個々の事案ごと

に判断する。 

○原子力事業者の技術的

能力に関する審査指針 

○試験炉許可基準解釈 

○品質管理基準解釈 

※６ 

第２７条

第１項 

原子炉施設（試

験炉規則第１条

第１号又は第２

号に掲げるもの

に係るものに限

る。）の設計及び

工事の計画の認

可 

基準は、第２７条第３項

に規定されている。 

同項第２号については、

試験研究の用に供する原

子炉等の技術基準に関す

る規則（令和 年原子力

規制委員会規則第 号。

以下「試験炉技術基準規

則」という。）、核原料物

質又は核燃料物質の製錬

の事業に関する規則等の

規定に基づく線量限度等

を定める告示及び核燃料

※６ 

第２６条

の２第１

項 

外国原子力船に

係る試験研究用

等原子炉の設置

の変更の許可 

基準は、第２６条の２第

３項において準用する第

２４条の２第１項及び試

験炉許可基準規則による

ものとし、以下の規程を

基として個々の事案毎に

判断する。 

 

 

 

○試験炉許可基準解釈 

 

※６ 

第２７条

第１項及

び第２項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。）施設の設

計及び工事方法

の認可 

基準は、第２７条第３項

に規定されている。 

同項第２号については

「試験研究の用に供する

原子炉等の設計及び工事

の方法の技術基準に関す

る規則」（昭和６２年総

理府令第１１号）、「試験

研究の用に供する原子炉

等の設置、運転等に関す

規則等の規定に基づき、

線量限度を定める告示」

（昭和６３年７月２６日

※６ 
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物質等の工場又は事業所

内の運搬に関する措置等

に係る技術的細目等を定

める告示（昭和５３年科

学技術庁告示第１０号）

によるものとし、以下の

規定を基として個々の事

案ごとに判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○試験研究の用に供する

原子炉等の技術基準に

関する規則の解釈（番

号（令和 年 月 日

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

号外科学技術庁告示第２

０号）及び「工場又は事

業所における核燃料物質

等の運搬に関する措置に

係る技術的細目等を定め

る告示」に規定されてい

る。（※２） 

 

同項第３号については、

「試験研究の用に供する

原子炉等に係る試験研究

用等原子炉設置者の設計

及び工事に係る品質管理

の方法及びその検査のた

めの組織の技術基準に関

する規則」（平成２５原

子力規制委員会規則第２

２号）によるものとし、

以下の規定を基として

個々の事案毎に判断す

る。 

○「試験研究の用に供す

る原子炉等に係る試験

研究用等原子炉設置者

の設計及び工事に係る
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原子力規制委員会決

定）。以下「試験炉技

術基準解釈」とい

う。） 

 

 

 

 

原子炉施設（試

験炉規則第１条

第１号又は第２

号に掲げるもの

に係るものに限

る。）の変更に係

る設計及び工事

の計画の認可 

同上 ※６ 

第２７条

第２項 

原子炉施設（試

験炉規則第１条

第１号又は第２

号に掲げるもの

に係るものに限

る。）の設計及び

工事の計画の変

更の認可 

同上 ※６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

品質管理の方法及びそ

の検査のための組織の

技術基準に関する規則

の解釈」（原規研発第

１３１１２７２号（平

成２５年１１月２７日

原子力規制委員会決

定）） 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。）施設の変

更に係る設計及

び工事方法の認

可 

同上 ※６ 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る）施設の設

計及び工事方法

の変更の認可 

 

同上 ※６ 
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第２８条

第３項 

原子炉施設（試

験炉規則第１条

第１号又は第２

号に掲げるもの

に係るものに限

る。）の使用前事

業者検査に関す

る確認 

基準は、第２８条第２項

に規定されている。 

同項第２号については、

試験炉技術基準規則、核

原料物質又は核燃料物質

の製錬の事業に関する規

則等の規定に基づく線量

限度等を定める告示及び

核燃料物質等の工場又は

事業所内の運搬に関する

措置等に係る技術的細目

等を定める告示によるも

のとし、以下の規程を基

として個々の事案ごとに

判断する。 

○試験炉技術基準解釈 

 

 

確認終了

後３０日

間 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（削除） （削除） 

第２８条

第１項 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。）施設の使

用前検査 

基準は、第２８条第２項

及び「試験研究の用に供

する原子炉等の性能に係

る技術基準に関する規

則」（平成２５年原子力

規制委員会規則第２３

号。以下「試験炉性能基

準規則」という。）、「試

験研究の用に供する原子

炉等の設置、運転等に関

する規則等の規定に基づ

き、線量限度を定める告

示」及び「工場又は事業

所における核燃料物質等

の運搬に関する措置に係

る技術的細目等を定める

告示」に規定されてい

る。（※２） 

検査終了

後３０日

間 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。）施設の変

更に係る使用前

検査 

同上 検査終了

後３０日

間 
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（削除） （削除） （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

（削除） （削除） （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

（削除） （削除） （削除） 

 

 

 

 

（削除） 

第２８条

の２第１

項 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。）等施設の

溶接検査 

基準は、第２８条の２第

３項及び試験研究の用に

供する原子炉等の溶接の

技術基準に関する規則

（昭和６１年総理府令第

７４号。以下「試験炉溶

接規則」という。）に規

定されている。（※２） 

検査終了

後３０日

間 

第２８条

の２第２

項 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。）等施設の

溶接の方法の認

可 

基準は、試験炉規則第３

条の１１第３項の規定に

よるものとし、以下の規

程を基として個々の事案

毎に判断する。 

○試験研究の用に供する

原子炉等の溶接の方法

の認可について（平成

１２年１２月２７日付

け１２安局第２１１号

（原子力安全局長通

達）） 

３０日 

第２８条

の２第４

項 

輸入した原子炉

（試験炉規則第

１条第１号又は

第２号に掲げる

原子炉に限る。）

基準は、第２８条の２第

５項及び試験炉溶接規則

に規定されている。（※

２） 

検査終了

後３０日

間 
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第３１条

第１項 

原子炉設置者

（試験炉規則第

１条第１号又は

第２号に掲げる

ものに係るもの

に限る。）である

法人の合併及び

分割に係る認可 

基準は、第３１条第２項

において準用する第２４

条第１項第１号、第２号

及び第４号に規定されて

いる。（※２） 

※６ 

第３３条

第１項 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げるものに限

る。）の設置の許

可の取消し 

基準は、第３３条第１項

及び試験炉規則第５条の

２に規定されている。

（※３） 

 

第３３条

第２項 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げるものに限

る。）の設置の許

可の取消し又は

運転の停止命令 

基準は、第３３条第２項

に規定されている。（※

３） 

 

第３６条

第１項 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

基準は、第３６条第１項

並びに試験炉許可基準規

 

施設の溶接検査 

第３１条

第１項 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。）設置者で

ある法人の合併

及び分割に係る

認可 

基準は、第３１条第２項

において準用する第２４

条第１項第１号に規定さ

れている。（※２） 

※６ 

第３３条

第１項 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。）設置の許

可の取消し 

基準は、第３３条第１項

に規定されている。（※

３） 

 

第３３条

第２項 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。）設置の許

可の取消し又は

運転の停止命令 

基準は、第３３条第２項

に規定されている。（※

３） 

 

第３６条

第１項 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

基準は、第３６条第１

項、試験炉許可基準規則
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号又は第２号に

掲げるものに限

る。）の使用の停

止等 

則及び試験炉技術基準規

則に規定されている。

（※３） 

第３６条

第２項 

防護措置に係る

是正措置等の命

令 

基準は、第３６条第２項

及び試験炉規則第１４条

の３に規定されている。 

試験炉規則第１４条の３

については、原子力規制

委員会が別に定める基準

を基とし、個々の事案ご

とに判断する。 

 

第３７条

第１項 

原子炉設置者

（試験炉規則第

１条第１号又は

第２号に掲げる

ものに係るもの

に限り、第４３

条の３の２第２

項及び第４３条

の３の３第２項

における廃止措

置計画の認可を

受けた者を除

く。）が定めた保

基準は、第３７条第２項

に規定されている。 

同項第２号については、

試験研究の用に供する原

子炉等における保安規定

の審査基準（原規研発第

１３１１２７３号（平成

２５年１１月２７日原子

力規制委員会決定））を

基とし、個々の事案ごと

に判断する。 

９０日間 

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。）の使用の

停止等 

及び試験炉性能基準規則

によるものとする。（※

３） 

第３６条

第２項 

防護措置に係る

是正措置等の命

令 

基準は、第３６条第２項

及び試験炉規則第１４条

の３に規定されている。

試験炉規則第１４条の３

については、原子力規制

委員会が別に定める基準

を基とし、個々の事案毎

に判断する。 

 

第３７条

第１項 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。）設置者

（第４３条の３

の２第２項及び

第４３条の３の

３第２項におけ

る廃止措置計画

の認可を受けた

者を除く。）の保

安規定の認可及

基準は、第３７条第２項

に規定されている。 

同項については、「試験

研究の用に供する原子炉

等における保安規定の審

査基準」（原規研発第１

３１１２７３号（平成２

５年１１月２７日原子力

規制委員会決定））を基

とし、個々の事案毎に判

断する。 

９０日間 
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安規定の認可及

び変更の認可 

原子炉設置者

（試験炉規則第

１条第１号又は

第２号に掲げる

ものに係るもの

に限り、第４３

条の３の２第２

項及び第４３条

の３の３第２項

における廃止措

置計画の認可を

受けた者に限

る。）が定めた保

安規定の認可及

び変更の認可 

基準は、第３７条第２項

に規定されている。 

同項第２号については、

廃止措置段階の試験研究

用等原子炉施設における

保安規定の審査基準（原

管廃発第１３１１２７１

４号（平成２５年１１月

２７日原子力規制委員会

決定））を基とし、個々

の事案ごとに判断する。 

６０日間 

第３７条

第３項 

原子炉設置者

（試験炉規則第

１条第１号又は

第２号に掲げる

ものに係るもの

に限り、第４３

条の３の２第２

項及び第４３条

基準は、第３７条第３項

に規定されている。（※

３） 

 

び変更の認可 

 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。）設置者

（第４３条の３

の２第２項及び

第４３条の３の

３第２項におけ

る廃止措置計画

の認可を受けた

者に限る。）の保

安規定の変更の

認可及び変更の

認可 

基準は、第３７条第２項

に規定されている。 

同項については、「廃止

措置段階の試験研究用等

原子炉施設における保安

規定の審査基準」（原管

廃発第１３１１２７１４

号（平成２５年１１月２

７日原子力規制委員会決

定））を基とし、個々の

事案毎に判断する。 

６０日間 

第３７条

第３項 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。）設置者

（第４３条の３

の２第２項及び

第４３条の３の

基準は、第３７条第３項

に規定されている。（※

３） 
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の３の３第２項

における廃止措

置計画の認可を

受けた者を除

く。）が定めた保

安規定の変更命

令 

原子炉設置者

（試験炉規則第

１条第１号又は

第２号に掲げる

ものに係るもの

に限り、第４３

条の３の２第２

項及び第４３条

の３の３第２項

における廃止措

置計画の認可を

受けた者に限

る。）が定めた保

安規定の変更命

令 

同上  

第３９条

第１項 

原子炉施設（試

験炉規則第１条

第１号又は第２

基準は、第３９条第３項

において準用する第２４

条に規定されている。

※６ 

３第２項におけ

る廃止措置計画

の認可を受けた

者を除く。）が定

めた保安規定の

変更命令 

 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。）設置者

（第４３条の３

の２第２項及び

第４３条の３の

３第２項におけ

る廃止措置計画

の認可を受けた

者に限る。）が定

めた保安規定の

変更命令 

 

基準は、第３７条第３項

に規定されている。（※

３） 

 

第３９条

第１項 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

基準は、第３９条第３項

において準用する第２４

条に規定されている。

※６ 
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号に掲げるもの

に係るものに限

る。）の譲受けの

許可 

（※２） 

（略） （略） （略） （略） 

第４１条

第１項第

２号 

原子炉主任技術

者に係る認定 

基準は、令第２０条にお

いて読み替えて準用する

令第１１条に規定されて

いる。（※２） 

３０日 

（略） （略） （略）  

第４３条 原子炉主任技術

者（試験炉規則

第１条第１号又

は第２号に掲げ

るものに係るも

のに限る。）の解

任命令 

基準は、第４３条に規定

されている。（※３） 

 

第４３条

の２第１

項 

原子炉設置者

（試験炉規則第

１条第１号又は

第２号に掲げる

ものに係るもの

に限る。）が定め

た核物質防護規

基準は、第４３条の２第

２項において読み替えて

準用する第１２条の２第

２項及び試験炉規則第１

４条の３に規定されてい

る。 

試験炉規則第１４条の３

９０日 

掲げる原子炉に

限る。）施設の譲

受けの許可 

 

（※２） 

（略） （略） （略） （略） 

第４１条

第１項第

２号 

原子炉主任技術

者に係る認定 

基準は、令第２０条にお

いて準用する令第１１条

に規定されている。（※

２） 

３０日 

（略） （略） （略）  

第４３条 原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。）主任技術

者の解任命令 

 

基準は、第４３条に規定

されている。（※３） 

 

第４３条

の２第１

項 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。）設置者が

定めた核物質防

護規定の認可 

基準は、第４３条の２第

２項において準用する第

１２条の２第２項及び試

験炉規則第１４条の３に

規定されている。試験炉

規則第１４条の３につい

ては、原子力規制委員会

９０日 
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定の認可 については、原子力規制

委員会が別に定める基準

を基とし、個々の事案ご

とに判断する。 

原子炉設置者

（試験炉規則第

１条第１号又は

第２号に掲げる

ものに係るもの

に限る。）が定め

た核物質防護規

定の変更の認可 

同上 ９０日 

第４３条

の２第２

項 

原子炉設置者

（試験炉規則第

１条第１号又は

第２号に掲げる

ものに係るもの

に限る。）が定め

た核物質防護規

定の変更命令 

基準は、第４３条の２第

２項において読み替えて

準用する第１２条の２第

３項及び試験炉規則第１

４条の３に規定されてい

る。 

試験炉規則第１４条の３

については、原子力規制

委員会が別に定める基準

を基とし、個々の事案ご

とに判断する。 

 

が別に定める基準を基と

し、個々の事案毎に判断

する。 

 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。）設置者が

定めた核物質防

護規定の変更の

認可 

同上 ９０日 

第４３条

の２第２

項 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。） 設置者

が定めた核物質

防護規定の変更

命令 

基準は、第４３条の２第

２項において準用する第

１２条の２第３項及び試

験炉規則第１４条の３に

規定されている。試験炉

規則第１４条の３につい

ては、原子力規制委員会

が別に定める基準を基と

し、個々の事案毎に判断

する。 
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第４３条

の２の２

第２項 

核物質防護管理

者の解任命令 

基準は、第４３条の２の

２第２項において読み替

えて準用する第１２条の

５に規定されている。

（※３） 

 

第４３条

の３の２

第２項 

原子炉設置者

（試験炉規則第

１条第１号又は

第２号に掲げる

ものに係るもの

に限る。）の廃止

措置計画の認可 

基準は、第４３条の３の

２第３項において読み替

えて準用する第１２条の

６第４項及び試験炉規則

第１６条の９に規定され

ている。 

これらの規定について

は、発電用原子炉施設及

び試験研究用等原子炉施

設の廃止措置計画の審査

基準（原管廃発第１３１

１２７１６号（平成２５

年１１月２７日原子力規

制委員会決定）。以下

「原子炉施設廃止措置計

画審査基準」という。）

を基とし、個々の事案ご

とに判断する。 

※６ 

第４３条

の３第２

項 

核物質防護管理

者の解任命令 

基準は、第４３条の３第

２項において準用する第

１２条の５に規定されて

いる。（※３） 

 

 

第４３条

の３の２

第２項 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。）設置者の

廃止措置に関す

る計画の認可 

基準は、第４３条の３の

２第３項において準用す

る第１２条の６第４項及

び試験炉規則第１６条の

９に規定されている。 

同項については、「発電

用原子炉施設及び試験研

究用等原子炉施設の廃止

措置計画の審査基準（原

管廃発第１３１１２７１

６号（平成２５年１１月

２７日原子力規制委員会

決定。以下「原子炉施設

廃止措置計画審査基準」

という。））を基とし、

個々の事案毎に判断す

る。 

 

※６ 
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第４３条

の３の２

第３項に

おいて読

み替えて

準用する

第１２条

の６第３

項 

原子炉設置者

（試験炉規則第

１条第１号又は

第２号に掲げる

ものに係るもの

に限る。）の廃止

措置計画の変更

の認可 

同上 

 

※６ 

第４３条

の３の２

第３項に

おいて読

み替えて

準用する

第１２条

６第７項 

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

止のための措置

等の命令 

基準は、第４３条の３の

２第３項において読み替

えて準用する第１２条の

６第７項に規定されてい

る。（※３） 

 

第４３条

の３の２

第３項に

おいて準

用する第

１２条の

６第８項 

廃止措置の終了

の確認（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

係るものに限

る。） 

基準は、第４３条の３の

２第３項において準用す

る第１２条の６第８項及

び試験炉規則第１６条の

１１に規定されている。 

※６ 

第４３条 許可の取消し等 基準は、第４３条の３の ※６ 

第４３条

の３の２

第３項に

おいて準

用する第

１２条の

６第３項 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉に

限る。）設置者の

廃止措置に関す

る計画の変更の

認可 

基準は、第４３条の３の

２第３項において準用す

る第１２条の６第４項及

び試験炉規則第１６条の

９に規定されている。 

同項については、原子炉

施設廃止措置計画審査基

準を基し、個々の事案毎

に判断する。 

※６ 

第４３条

の３の２

第３項に

おいて準

用する第

１２条６

第７項 

 

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害の

防止のための措

置等の命令 

基準は、第４３条の３の

２第３項において準用す

る第１２条の６第７項に

規定されている。（※

３） 

 

第４３条

の３の２

第３項に

おいて準

用する第

１２条の

６第８項 

廃止措置終了の

確認（試験炉規

則第１条第１号

又は第２号に掲

げる原子炉に係

るものに限る。） 

基準は、試験炉規則第１

６条の１１に規定されて

いる。 

※６ 

第４３条 許可の取消し等 基準は、第４３条の３の ※６ 
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の３の３

第２項 

に伴う旧試験研

究用等原子炉設

置者等（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げるものに係

るものに限る。）

の廃止措置計画

の認可 

３第４項において読み替

えて準用する第１２条の

７第５項及び試験炉規則

第１６条の１２において

読み替えて準用する試験

炉規則第１６条の９に規

定されている。 

これらの規定について

は、原子炉施設廃止措置

計画審査基準を基とし、

個々の事案ごとに判断す

る。 

第４３条

の３の３

第４項に

おいて読

み替えて

準用する

第１２条

の７第４

項 

許可の取消し等

に伴う旧試験研

究用等原子炉設

置者等（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げるものに係

るものに限る。）

の廃止措置計画

の変更の認可 

同上 ※６ 

第４３条

の３の３

第４項に

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

基準は、第４３条の３の

３第４項において読み替

えて準用する第１２条の

 

の３の３

第２項 

に伴う原子炉

（試験炉規則第

１条第１号又は

第２号に掲げる

原子炉）設置者

の廃止措置に関

する計画の認可

（旧原子炉設置

者等に係るもの

に限る。） 

３第４項において準用す

る第１２条の７第５項及

び試験炉規則第１６条の

９に規定されている。 

同項については、原子炉

施設廃止措置計画審査基

準を基とし、個々の事案

毎に判断する。 

 

 

 

 

第４３条

の３の３

第４項に

おいて準

用する第

１２条の

７第４項 

原子炉（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げる原子炉）

設置者の廃止措

置に関する計画

の変更の認可

（旧原子炉設置

者等に係るもの

に限る。） 

基準は、第４３条の３の

３第４項において準用す

る第１２条の７第５項及

び試験炉規則第１６条の

９に規定されている。 

同項については、原子炉

施設廃止措置計画審査基

準を基とし、個々の事案

毎に判断する。 

※６ 

第４３条

の３の３

第４項に

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

基準は、第４３条の３の

３第４項において準用す

る第１２条の７第８項に
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おいて読

み替えて

準用する

第１２条

の７第８

項 

物による災害防

止のための措置

等の命令 

７第８項に規定されてい

る。（※３） 

第４３条

の３の３

第４項に

おいて読

み替えて

準用する

第１２条

の７第９

項 

許可の取消し等

に伴う旧試験研

究用等原子炉設

置者等（試験炉

規則第１条第１

号又は第２号に

掲げるものに係

るものに限る。）

に係る廃止措置

の終了の確認 

基準は、第４３条の３の

３第４項において読み替

えて準用する第１２条の

７第９項及び試験炉規則

第１６条の１２において

読み替えて準用する試験

炉規則第１６条の１１に

規定されている。 

※６ 

【発電用原子炉の規制】 

第４３条

の３の５

第１項 

 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）の

設置の許可 

基準は、第４３条の３の

６第１項各号の規定並び

に実用発電用原子炉及び

その附属施設の位置、構

造及び設備の基準に関す

る規則（平成２５年原子

力規制委員会規則第５

２年 

おいて準

用する第

１２条の

７第８項 

 

 

物による災害防

止のための措置

等の命令 

規定されている。 

第４３条

の３の３

第４項に

おいて準

用する第

１２条の

７第９項 

 

廃止措置終了の

確認（試験炉規

則第１条第１号

又は第２号に掲

げる原子炉）（旧

原子炉設置者等

に係るものに限

る。） 

 

 

基準は、試験炉規則第１

６条の１１に規定されて

いる。 

※６ 

【発電用原子炉の規制】 

第４３条

の３の５

第１項 

 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）設

置許可 

基準は、法第４３条の３

の６第１項各号の規定及

び「実用発電用原子炉及

びその附属施設の位置、

構造及び設備の基準に関

する規則」（平成２５年

原子力規制委員会規則第

２年 
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号。以下「実用炉設置許

可基準規則」という。）

及び品質管理基準規則に

よるものとし、以下の規

程を基として個々の事案

ごとに判断する。 

○実用発電用原子炉に係

る発電用原子炉設置者

の重大事故の発生及び

拡大の防止に必要な措

置を実施するために必

要な技術的能力に係る

審査基準（原規技発第

１３０６１９７号（平

成２５年６月１９日原

子力規制委員会決

定）） 

○原子力事業者の技術的

能力に関する審査指針 

 

 

 

○実用発電用原子炉及び

その附属施設の位置、

構造及び設備の基準に

５号。以下「実用炉設置

許可基準規則」とい

う。）によるものとし、

以下の規程を基として

個々の事案毎に判断す

る。 

○「実用発電用原子炉に

係る発電用原子炉設置

者の重大事故の発生及

び拡大の防止に必要な

措置を実施するために

必要な技術的能力に係

る審査基準」（原規技

発第１３０６１９７号

（平成２５年６月１９

日原子力規制委員会決

定）） 

○「原子力事業者の技術

的能力に関する審査指

針」（平成１６年５月

２７日、原子力安全委

員会決定） 

○「実用発電用原子炉及

びその附属施設の位

置、構造及び設備の基
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関する規則の解釈（原

規技発第１３０６１９

３号（平成２５年６月

１９日原子力規制委員

会決定）。以下「実用

炉設置許可基準解釈」

という。） 

○品質管理基準解釈 

原子炉（発電の

用に供する原子

炉であって研究

開発段階にある

原子炉（以下

「研究開発段階

炉」という。）に

限る。）の設置の

許可 

基準は、第４３条の３の

６第１項各号の規定並び

に研究開発段階発電用原

子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基

準に関する規則（平成２

５年原子力規制委員会規

則第９号。以下「研開炉

設置許可基準規則」とい

う。）及び品質管理基準

規則によるものとし、以

下の規程を基として個々

の事案ごとに判断する。 

○研究開発段階発電用原

子炉に係る発電用原子

炉設置者の重大事故の

発生及び拡大の防止に

※６ 

準に関する規則の解

釈」（原規技発第１３

０６１９３号（平成２

５年６月１９日原子力

規制委員会決定）。以

下「実用炉設置許可基

準解釈」という。） 

 

原子炉（発電の

用に供する原子

炉であって研究

開発段階にある

原子炉（以下

「研究開発段階

炉」という。）に

限る。）設置の許

可 

基準は、第４３条の３の

６第１項各号の規定及び

「研究開段階発発電用原

子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基

準に関する規則」（平成

２５年原子力規制委員会

規則第９号。以下「研開

炉設置許可基準規則」と

いう。によるものとし、

以下の規程を基として

個々の事案毎に判断す

る。 

○「研究開発段階発電用

原子炉の重大事故の発

生及び拡大の防止に必

要な措置を実施するた

※６ 
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必要な措置を実施する

ために必要な技術的能

力に係る審査基準（原

管Ｐ発第１３０６１９

５号（平成２５年６月

１９日原子力規制委員

会決定）） 

○原子力事業者の技術的

能力に関する審査指針 

 

 

 

○研究開発段階発電用原

子炉及びその附属施設

の位置、構造及び設備

の基準に関する規則の

解釈（原管Ｐ発第１３

０６１９２号（平成２

５年６月１９日原子力

規制委員会決定）。以

下「研開炉設置許可基

準解釈」という。） 

 

○水冷却型試験研究用原

子炉施設に関する安全

めに必要な技術的能力

に係る審査基準」（原

管Ｐ発第１３０６１９

５号（平成２５年６月

１９日原子力規制委員

会決定）） 

 

○原子力事業者の技術的

能力に関する審査指針

（平成１６年５月２７

日原子力安全委員会決

定） 

○「研究開発段階発電用

原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設

備の基準に関する規則

の解釈」（原管Ｐ発第

１３０６１９２号（平

成２５年６月１９日原

子力規制委員会決

定）。以下「研開炉設

置許可基準解釈」とい

う。） 

○水冷却型試験研究用原

子炉施設に関する安全
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設計審査指針（平成３

年７月１８日原子力安

全委員会決定） 

○新型転換炉実証炉の安

全性の評価の考え方

（昭和６３年６月９日

原子力安全委員会決

定） 

○プルトニウムを燃料と

する子炉の立地評価上

必要なプルトニウムに

関するめやす線量につ

いて（昭和５６年７月

２０日原子力安全委員

会決定） 

○品質管理基準解釈 

第４３条

の３の８

第１項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）の

変更の許可 

基準は、第４３条の３の

５第１項の審査基準（実

用発電用原子炉部分）と

同じ。 

 

２年 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）の変

更の許可 

基準は、第４３条の３の

５第１項の審査基準（研

究開発段階炉部分）と同

じ。 

※６ 

設計審査指針（平成３

年７月１８日原子力安

全委員会決定） 

○新型転換炉実証炉の安

全性の評価の考え方

（昭和６３年６月９

日、原子力安全委員会

決定） 

○プルトニウムを燃料と

する子炉の立地評価上

必要なプルトニウムに

関するめやす線量につ

いて（昭和５６年７月

２０日原子力安全委員

会決定） 

 

第４３条

の３の８

第１項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）変

更の許可 

実用発電用原子炉に係る

ものは４３条の３の５第

１項の審査基準（実用発

電用原子炉部分）と同

じ。 

２年 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）変更

の許可 

研究開発段階炉に係るも

のは第４３条の３の５第

１項の審査基準（研究開

発段階炉部分）と同じ。 

※６ 
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第４３条

の３の８

第６項 

届出内容の変更

命令及び中止命

令 

基準は、第４３条の３の

５第１項の審査基準と同

じ。 

 

第４３条

の３の９

第１項 

発電用原子炉施

設（実用発電用

原子炉に係るも

のに限る。）の設

計及び工事の計

画の認可 

基準は、第４３条の３の

９第３項に規定されてい

る。 

同項第２号については、

実用発電用原子炉及びそ

の附属施設の技術基準に

関する規則（平成２５年

原子力規制委員会規則第

６号。以下「実用炉技術

基準規則」という。）、核

原料物質又は核燃料物質

の製錬の事業に関する規

則等の規定に基づく線量

限度等を定める告示及び

工場又は事業所における

核燃料物質等の運搬に関

する措置に係る技術的細

目等を定める告示による

ものとし、以下の規程を

基として個々の事案ごと

に判断する。 

 

９０日 

第４３条

の３の８

第６項 

届出内容の変更

命令及び中止命

令 

第４３条の３の５第１項

の審査基準と同じ。 

 

第４３条

の３の９

第１項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）施

設の工事の計画

の認可 

基準は、第４３条の３の

９第３項に規定されてい

る。 

同項第２号については、

「実用発電用原子炉及び

その附属施設の技術基準

に関する規則」（平成２

５年原子力規制委員会規

則第６号。以下「実用炉

技術基準規則」とい

う。）,「実用発電用原子

炉の設置、運転等に関す

る規定に基づく線量限度

等を定める告示（平成 

１３年経済産業省告示第

１８７号）」及び「工場

又は事業所における核燃

料物質等の運搬に関する

措置に係る技術的細目等

を定める告示」によるも

のとし、以下の規程を基

として個々の事案毎に判

９０日 



37 

 

○実用発電用原子炉及び

その附属施設の技術基

準に関する規則の解釈

（原規技発第１３０６

１９４号（平成２５年

６月１９日原子力規制

委員会決定。以下「実

用炉技術基準解釈」と

いう。） 

 

 

 

 

 

 

ただし、実用炉技術基準

規則第３１条第１項、第

４８条第１項から第４項

まで及び第７８条第１項

において準用することと

されている発電用原子炉

施設に関しては、発電用

火力設備に関する技術基

準を定める省令（平成９

断する。 

○「実用発電用原子炉及

びその附属施設の技術

基準に関する規則の解

釈」（原規技発第１３

０６１９４号（平成２

５年６月１９日原子力

規制委員会決定。以下

「実用炉技術基準解

釈」という。）（この規

程の該当部分のとおり

である場合には、法第

４３条の３の９第３項

第２号に適合するもの

とする。） 

 

ただし、「実用炉技術基

準規則」第４９条第１項

から第３項までにおいて

準用することとされてい

る発電用原子炉施設に関

しては「発電用火力設備

に関する技術基準を定め

る省令」（平成９年通商

産業省令第５１号。以下
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年通商産業省令第５１

号。以下「火技省令」と

いう。）及び原子力発電

工作物に係る電気設備に

関する技術基準を定める

命令（平成２４年経済産

業省令第７０号。以下

「原子力電技命令」とい

う。）によるものとし、

以下の規程を基として

個々の事案ごとに判断す

る。 

○発電用火力設備の技術

基準の解釈（２０１３

５０７商局第２号（平

成２５年５月１７日経

済産業省制定）。以下

「火技解釈」とい

う。）） 

○原子力発電工作物に係

る電気設備の技術基準

の解釈（原規技発第１

３０６１９９号（平成

２５年６月１９日原子

力規制委員会決定。以

「火技省令」という。）

及び「原子力発電工作物

に係る電気設備に関する

技術基準を定める命令」

（平成２４年経済産業省

令第７０号。以下「原子

力電技命令」という。）

によるものとし、以下の

規程を基として個々の事

案毎に判断する。 

 

 

○「発電用火力設備の技

術基準の解釈」（２０

１３５０７商局第２号

（平成２５年５月１７

日経済産業省制定）以

下「火技解釈」とい

う。）） 

○「原子力発電工作物に

係る電気設備の技術基

準の解釈」（原規技発

第１３０６１９９号

（平成２５年６月１９

日原子力規制委員会決
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下「原子力電技解釈」

という。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定。以下「原子力電技

解釈」という。）（この

規程の該当部分のとお

りである場合には、法

第４３条の３の９第３

項第２号に適合するも

のとする。） 

 

同項第３号については、

「実用発電用原子炉に係

る発電用原子炉設置者の

設計及び工事に係る品質

管理の方法及びその検査

のための組織の技術基準

に関する規則」（平成２

５年原子力規制委員会規

則第８号）によるものと

し、以下の規程を基とし

て個々の事案毎に判断す

る。 

○「実用発電用原子炉に

係る発電用原子炉設置

者の設計及び工事に係

る品質管理の方法及び

その検査のための組織
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発電用原子炉施

設（実用発電用

原子炉に係るも

のに限る。）の変

更に係る設計及

び工事の計画の

認可 

同上 ※６ 

発電用原子炉施

設（研究開発段

階炉に係るもの

に限る。）の設計

及び工事の計画

の認可 

基準は、第４３条の３の

９第３項に規定されてい

る。 

同項第２号については、

研究開発段階発電用原子

炉及びその附属施設の技

術基準に関する規則（平

９０日 

の技術基準に関する規

則の解釈」（原規技発

第１３０６１９６号

（平成２５年６月１９

日原子力規制委員会決

定）。（この規程の該当

部分のとおりである場

合には、法第４３条の

３の９第３項第３号に

適合するものとす

る。）） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）施設

の工事の計画の

認可 

基準は、第４３条の３の

９第３項に規定による。 

同項第２号については、

研究開発段階発電用原子

炉及びその附属施設の技

術基準に関する規則」

（平成２５年原子力規制

９０日 
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成２５年原子力規制委員

会規則第１０号。以下

「研開炉技術基準規則」

という。）、核原料物質又

は核燃料物質の製錬の事

業に関する規則等の規定

に基づく線量限度等を定

める告示及び核燃料物質

の加工の事業に関する規

則第七条の六等の規定に

基づく核燃料物質等の工

場又は事業所内の運搬に

関する措置等に係る技術

的細目等を定める告示

（平成１２年科学技術庁

告示第２１号）によるも

のとし、以下の規程を基

として個々の事案ごとに

判断する。 

○研究開発段階発電用原

子炉及びその附属施設

の技術基準に関する規

則の解釈（原管Ｐ発第

１３０６１９３号（平

成２５年６月１９日原

委員会規則第１０号。以

下「研開炉技術基準規

則」という。）及び「核

燃料物質の加工の事業に

関する規定に基づき、線

量限度等を定める告示」

によるものとし、以下の

規程を基として個々の事

案毎に判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「研究開発段階発電用

原子炉及びその附属施

設の技術基準に関する

規則の解釈」（原管Ｐ

発第１３０６１９３号

（平成２５年６月１９
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子力規制委員会決定。

以下「研開炉技術基準

解釈」という。） 

ただし、研開炉技術基準

規則第３０条、第５０条

第１項から第４項まで並

びに第７８条第１項及び

第２項において準用する

こととされている発電用

原子炉施設に関しては、

火技省令及び原子力電技

命令によるものとし、以

下の規程を基として個々

の事案ごとに判断する。 

○火技解釈 

○原子力電技解釈 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日原子力規制委員会決

定。以下「研開炉技術

基準解釈」という。） 

ただし、研開炉技術基準

規則第５０条第２項から

第３項までにおいて準用

することとされている発

電用原子炉施設に関して

は火技省令及び原子力電

技命令によるものとし、

以下の規程を基として

個々の事案毎に判断す

る。 

 

○火技解釈 

○原子力電技解釈 

同項第３号については、

「研究開発段階発電用原

子炉設置者の設計及び工

事に係る品質管理の方法

及びその検査のための組

織の技術基準に関する規

則」（平成２５年原子力

規制委員会規則第１２

号）によるものとし、以
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発電用原子炉施

設（研究開発段

階炉に係るもの

に限る。）の変更

に係る設計及び

工事の計画の認

可 

同上 ※６ 

第４３条

の３の９

第２項 

発電用原子炉施

設（実用発電用

原子炉に係るも

のに限る。）の設

計及び工事の計

基準は、第４３条の３の

９第１項の審査基準（実

用発電用原子炉部分）と

同じ。 

９０日 

下の規程を基として個々

の事案毎に判断する。 

○「研究開発段階発電用

原子炉に係る発電用原

子炉設置者の設計及び

工事に係る品質管理の

方法及びその検査のた

めの組織の技術基準に

関する規則の解釈」

（原管Ｐ発第１３０６

１９４号（平成２５年

６月１９日原子力規制

委員会決定） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） 

第４３条

の３の９

第２項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）施

設の工事の計画

の変更認可 

基準は、第４３条の３の

９第１項の審査基準と同

じ。 

９０日 
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画の変更の認可 

発電用原子炉施

設（研究開発段

階炉に係るもの

に限る。）の設計

及び工事の計画

の変更の認可 

基準は、第４３条の３の

９第１項の審査基準（研

究開発段階炉部分）と同

じ。 

９０日 

第４３条

の３の１

０第４項 

発電用原子炉施

設の設計及び工

事の計画の変更

命令及び廃止命

令 

基準は、第４３条の３の

９第１項の審査基準と同

じ。 

 

第４３条

の３の１

１第３項 

発電用原子炉施

設（実用発電用

原子炉に係るも

のに限る。）の使

用前事業者検査

に関する確認 

基準は、第４３条の３の

１１第２項に規定されて

いる。 

同項第２号については、

実用炉技術基準規則、核

原料物質又は核燃料物質

の製錬の事業に関する規

則等の規定に基づく線量

限度等を定める告示及び

工場又は事業所における

核燃料物質等の運搬に関

する措置に係る技術的細

目等を定める告示による

確認終了

後３０日 

 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）施設

の工事の計画の

変更認可 

 

基準は、第４３条の３の

９第１項の審査基準と同

じ。 

９０日 

第４３条

の３の１

０第４項 

発電用原子炉施

設の工事計画の

変更命令及び廃

止命令 

 

当該基準は、第４３条の

３の９第１項の審査基準

と同じ。 

 

第４３条

の３の１

１第１項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）施

設の使用前検査 

基準は、第４３条の３の

１１第２項に規定されて

いる。 

同項第２号については、

実用炉技術基準規則、

「実用発電用原子炉の設

置、運転等に関する規定

に基づく線量限度等を定

める告示」及び「工場又

は事業所における核燃料

物質等の運搬に関する措

置に係る技術的細目等を

定める告示」によるもの

検査終了

後３０日 
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ものとし、以下の規程を

基として個々の事案ごと

に判断する。 

○実用炉技術基準解釈 

 

 

 

 

 

 

ただし、実用炉技術基準

規則第３１条第１項、第

４８条第１項から第４項

まで及び第７８条第１項

において準用することと

されている発電用原子炉

施設に関しては、火技省

令及び原子力電技命令に

よるものとし、以下の規

程を基として個々の事案

ごとに判断する。 

○火技解釈 

○原子力電技解釈 

 

 

とし、以下の規程を基と

して個々の事案毎に判断

する。 

○実用炉技術基準解釈

（この規程の該当部分の

とおりである場合には、

法第４３条の３の１１第

２項第２号に適合するも

のとする。） 

 

ただし、実用炉技術基準

規則第３１条、第４８条

及び第７８条において準

用することとされている

発電用原子炉施設に関し

ては火技省令及び原子力

電技命令によるものと

し、以下の規程を基とし

て個々の事案毎に判断す

る。 

 

○火技解釈 

○原子力電技解釈 

（この規程の該当部分の

とおりである場合には、
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発電用原子炉施

設（研究開発段

階炉に係るもの

に限る。）の使用

前事業者検査に

関する確認 

基準は、第４３条の３の

１１第２項に規定されて

いる。 

同項第２号については、

研開炉技術基準規則、核

原料物質又は核燃料物質

の製錬の事業に関する規

則等の規定に基づく線量

限度等を定める告示及び

核燃料物質の加工の事業

に関する規則第七条の六

等の規定に基づく核燃料

物質等の工場又は事業所

内の運搬に関する措置等

に係る技術的細目等を定

める告示によるものと

し、以下の規程を基とし

て個々の事案ごとに判断

する。 

〇研開炉技術基準解釈 

 

ただし、研開炉技術基準

確認終了

後３０日 

法第４３条の３の１１第

２項第２号に適合する 

ものとする。） 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）施設

の使用前検査 

基準は、第４３条の３の

９第３項に規定による。 

同項第２号については、

研開炉技術基準規則及び

「核燃料物質の加工の事

業に関する規定に基づ

き、線量限度等を定める

告示」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、研開炉技術基準

検査終了

後３０日 
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規則第３０条、第５０条

第１項から第４項まで並

びに第７８条第１項及び

第２項において準用する

こととされている発電用

原子炉施設に関しては、

火技省令及び原子力電技

命令によるものとし、以

下の規程を基として個々

の事案ごとに判断する。 

○火技解釈 

○原子力電技解釈 

（削除） （削除） （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

（削除） （削除） 

 

 

 

（削除） 

規則第５０条第２項から

第３項までにおいて準用

することとされている発

電用原子炉施設に関して

は火技省令及び原子力電

技命令によるものとし、

以下の規程を基として

個々の事案毎に判断す

る。 

 

○火技解釈 

○原子力電技解釈 

第４３条

の３の１

２第１項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）の

燃料体検査 

基準は、第４３条の３の

１２第３項及び実用発電

用原子炉に使用する燃料

体の技術基準に関する規

則 （平成２５年原子力

規制委員会規則第７号。

以下「実用炉燃料規則」

という。）に規定されて

いる。（※２） 

検査終了

後３０日 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）の燃

料体検査 

基準は、第４３条の３の

１２第３項及び研究開発

段階発電用原子炉に使用

する燃料体の技術基準に

検査終了

後３０日 
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（削除） （削除） （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

（削除） （削除） 

 

 

 

（削除） 

（削除） （削除） （削除） 

 

 

 

（削除） 

関する規則（平成２５年

原子力規制委員会規則第

１１号。以下「研開炉燃

料基準規則」という。）

に規定されている。（※

２） 

第４３条

の３の１

２第２項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）の

燃料体設計の認

可 

基準は、実用炉技術基準

規則第５条第１項及び第

４項並びに第２３条並び

に実用炉燃料規則並びに

「発電用軽水型原子炉の

燃料設計手法について

（昭和63 年原子力安全

委員会了承）」をそれぞ

れ基として個々の事案毎

に判断するものとする。 

９０日間 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）の燃

料体検査 

基準は、研開炉技術基準

規則第１７条第１項及び

研開炉燃料基準規則によ

る。 

９０日間 

第４３条

の３の１

２第４項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）の

輸入燃料体検査 

基準は、第４３条の３の

１２第５項及び実用炉燃

料規則に規定されてい

る。（※２） 

検査終了

後３０日 
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第４３条

の３の１

８第１項 

発電用原子炉設

置者である法人

の合併及び分割

に係る認可 

基準は、第４３条の３の

１８第２項において準用

する第４３条の３の６第

１項第１号から第３号ま

で及び第５号に規定され

ている。（※２） 

※６ 

第４３条

の３の２

０第１項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）の

設置の許可の取

消し 

基準は、第４３条の３の

２０第１項及び実用発電

用原子炉の設置、運転等

に関する規則（昭和５３

年通商産業省令第７７

号。以下「実用炉規則」

という。）第６６条に規

定されている。（※３） 

 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）の設

置の許可の取消

し 

基準は、第４３条の３の

２０第１項及び研究開発

段階発電用原子炉の設

置、運転等に関する規則

（平成１２年総理府令第

１２２号。以下「研開炉

規則」という。）第６１

条に規定されている。

（※３） 

 

第４３条

の３の１

８第１項 

発電用原子炉設

置者である法人

の合併及び分割

に係る認可 

基準は、第４３条の３の

１８第２項において準用

する第４３条の３の６第

１項第１号に規定されて

いる。（※２） 

 

※６ 

第４３条

の３の２

０第１項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）設

置の許可の取消

し 

基準は、第４３条の３の

２０第１項、実用発電用

原子炉の設置、運転等に

関する規則（昭和５３年

通商産業省令第７７号。

以下「実用炉規則」とい

う。）第６６条に規定さ

れている。（※３） 

 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）設置

の許可の取消し 

基準は、第４３条の３の

２０第１項、研究開発段

階発電用原子炉の設置、

運転等に関する規則（平

成１２年総理府令第１２

２号。以下「研開炉規

則」という。）第６１条

に規定されている。（※

３） 
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第４３条

の３の２

０第２項 

発電用原子炉の

設置の許可の取

消し又は運転の

停止命令 

基準は、第４３条の３の

２０第２項に規定されて

いる。（※３） 

 

第４３条

の３の２

３第１項 

発電用原子炉施

設（実用発電用

原子炉に係るも

のに限る。）の使

用の停止等 

基準は、第４３条の３の

２３第１項並びに実用炉

設置許可基準規則及び実

用炉技術基準規則に規定

されている。（※３） 

 

発電用原子炉施

設（研究開発段

階炉に係るもの

に限る。）の使用

の停止等 

基準は、第４３条の３の

２３第１項並びに研開炉

設置許可基準規則及び研

開炉技術基準規則に規定

されている。（※３） 

 

第４３条

の３の 

２３第２

項 

発電用原子炉施

設（実用発電用

原子炉に係るも

のに限る。）の防

護措置に係る是

正措置等の命令 

基準は、第４３条の３の

２３第２項及び実用炉規

則第９１条に規定されて

いる。 

実用炉規則第９１条につ

いては、原子力規制委員

会が別に定める基準を基

とし、個々の事案ごとに

判断する。 

 

第４３条

の３の２

０第２項 

発電用原子炉設

置の許可の取消

し又は運転の停

止命令 

基準は、第４３条の３の

２０第２項に規定されて

いる。（※３） 

 

第４３条

の３の２

３第１項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）施

設の使用の停止

等 

基準は、第４３条の３の

２３第１項、実用炉設置

許可基準規則及び実用炉

技術基準規則によるもの

とする。（※３） 

 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）施設

の使用の停止等 

基準は、第４３条の３の

２３第１項、研開炉設置

許可基準規則及び研開炉

技術基準規則によるもの

とする。（※３） 

 

第４３条

の３の 

２３第２

項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）施

設の防護措置に

係る是正措置等

の命令 

基準は、第４３条の３の

２３第２項及び実用炉規

則第９１条に規定されて

いる。実用炉規則第９１

条については、原子力規

制委員会が別に定める基

準を基とし、個々の事案

毎に判断する。 
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発電用原子炉施

設（研究開発段

階炉に係るもの

に限る。）の防護

措置に係る是正

措置等の命令 

基準は、第４３条の３の

２３第２項及び研開炉規

則第８６条に規定されて

いる。 

研開炉規則第８６条につ

いては、原子力規制委員

会が別に定める基準を基

とし、個々の事案ごとに

判断する。 

 

第４３条

の３の２

４第１項 

発電用原子炉設

置者（実用発電

用原子炉に係る

ものに限り、第

４３条の３の３

４第２項及び第

４３条の３の３

５第２項におけ

る廃止措置計画

の認可を受けた

者を除く。）が定

めた保安規定の

認可 

基準は、第４３条の３の

２４第２項に規定されて

いる。 

同項第２号については、

実用発電用原子炉及びそ

の附属施設における発電

用原子炉施設保安規定の

審査基準（原規技発第１

３０６１９８号（平成２

５年６月１９日原子力規

制委員会決定））を基と

し、個々の事案ごとに判

断する。 

６月 

発電用原子炉設

置者（実用発電

用原子炉に係る

同上 ６月（発

電用原子

炉施設の

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）施設

の防護措置に係

る是正措置等の

命令 

基準は、第４３条の３の

２３第２項及び研開炉規

則第８６条に規定されて

いる。研開炉規則第８６

条については、原子力規

制委員会が別に定める基

準を基とし、個々の事案

毎に判断する。 

 

 

第４３条

の３の２

４第１項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）設

置者（第４３条

の３の３３第２

項及び第４３条

の３の３４第２

項における廃止

措置計画の認可

を受けた者を除

く。）が定めた保

安規定の認可 

基準は、第４３条の３の

２４第２項に規定されて

いる。 

同項については、「実用

発電用原子炉及びその附

属施設における発電用原

子炉施設保安規定の審査

基準」（原規技発第１３

０６１９８号（平成２５

年６月１９日原子力規制

委員会決定））を基と

し、個々の事案毎に判断

する。 

６月 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）設

同上 ６月（発

電用原子

炉施設の
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ものに限り、第

４３条の３の３

４第２項及び第

４３条の３の３

５第２項におけ

る廃止措置計画

の認可を受けた

者を除く。）が定

めた保安規定の

変更の認可 

増設及び

実用炉規

則第９２

条第２項

各号に掲

げる場合

以外は３

月） 

 

 

 

 

発電用原子炉設

置者（実用発電

用原子炉に係る

ものに限り、第

４３条の３の３

４第２項及び第

４３条の３の３

５第２項におけ

る廃止措置計画

の認可を受けた

者に限る。）が定

めた保安規定の

認可 

基準は、第４３条の３の

２４第２項に規定されて

いる。 

同項第２号については、

廃止措置段階の発電用原

子炉施設における保安規

定の審査基準（原管廃発

第１３１１２７１５号

（平成２５年１１月２７

日原子力規制委員会決

定））を基とし、個々の

事案ごとに判断する。 

６月 

置者（第４３条

の３の３３第２

項及び第４３条

の３の３４第２

項における廃止

措置計画の認可

を受けた者を除

く。）が定めた保

安規定の変更の

認可 

増設及び

実用発電

用原子炉

の設置、

運転等に

関する規

則第９２

条第２項

各号に掲

げる場合

以外は３

月） 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）設

置者（第４３条

の３の３３第２

項及び第４３条

の３の３４第２

項における廃止

措置計画の認可

を受けた者に限

る。）が定めた保

安規定の認可 

 

基準は、第４３条の３の

２４第２項に規定されて

いる。 

同項については、「廃止

措置段階の発電用原子炉

施設における保安規定の

審査基準」（原管廃発第

１３１１２７１５号（平

成２５年１１月２７日原

子力規制委員会決定））

を基とし、個々の事案毎

に判断する。 

６月 
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発電用原子炉設

置者（実用発電

用原子炉に係る

ものに限り、第

４３条の３の３

４第２項及び第

４３条の３の３

５第２項におけ

る廃止措置計画

の認可を受けた

者に限る。）が定

めた保安規定の

変更の認可 

同上 ６月（発

電用原子

炉施設の

増設及び

実用炉規

則第９２

条第２項

各号に掲

げる場合

以外は３

月） 

 

 

 

 

発電用原子炉設

置者（研究開発

段階炉に係るも

のに限り、第４

３条の３の３４

第２項及び第４

３条の３の３５

第２項における

廃止措置計画の

認可を受けた者

基準は、第４３条の３の

２４第２項に規定されて

いる。 

同項第２号については、

研究開発段階発電用原子

炉及びその附属施設にお

ける発電用原子炉施設保

安規定の審査基準（原管

Ｐ発第１３０６１９６号

（平成２５年６月１９日

６月 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）設

置者（第４３条

の３の３３第２

項及び第４３条

の３の３４第２

項における廃止

措置計画の認可

を受けた者に限

る。）が定めた保

安規定の変更の

認可 

同上 ６月（発

電用原子

炉施設の

増設及び

実用発電

用原子炉

の設置、

運転等に

関する規

則第９２

条第２項

各号に掲

げる場合

以外は３

月） 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）設置

者（第４３条の

３の３３第２項

及び第４３条の

３の３４第２項

における廃止措

置計画の認可を

受けた者を除

基準は、第４３条の３の

２４第２項に規定されて

いる。 

同項については、研究開

発段階発電用原子炉及び

その附属施設における発

電用原子炉施設保安規定

の審査基準」（原管Ｐ発

第１３０６１９６号（平

成２５年６月１９日原子

６月 
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を除く。）が定め

た保安規定の認

可 

原子力規制委員会決

定））を基とし、個々の

事案ごとに判断する。 

発電用原子炉設

置者（研究開発

段階炉に係るも

のに限り、第４

３条の３の３４

第２項及び第４

３条の３の３５

第２項における

廃止措置計画の

認可を受けた者

を除く。）が定め

た保安規定の変

更の認可 

同上 ６月（発

電用原子

炉施設の

増設及び

研開炉規

則第８７

条第２項

各号に掲

げる場合

以外は３

月） 

発電用原子炉設

置者（研究開発

段階炉に係るも

のに限り、第４

３条の３の３４

第２項及び第４

３条の３の３５

第２項における

廃止措置計画の

基準は、第４３条の３の

２４第２項に規定されて

いる。 

同項第２号については、

廃止措置段階の発電用原

子炉施設における保安規

定の審査基準を基とし、

個々の事案ごとに判断す

る。ただし、高速増殖原

６月 

く。）が定めた保

安規定の認可 

力規制委員会決定））を

基とし、個々の事案毎に

判断する。 

原子炉（研究開

発段階炉に限

る。）設置者（第

４３条の３の３

３第２項及び第

４３条の３の３

４第２項におけ

る廃止措置計画

の認可を受けた

者を除く。）が定

めた保安規定の

変更の認可 

 

同上 ６月（発

電用原子

炉施設の

増設及び

研開炉規

則第８７

条第２項

各号に掲

げる場合

以外は３

月） 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）設置

者（第４３条の

３の３３第２項

及び第４３条の

３の３４第２項

における廃止措

置計画の認可を

基準は、第４３条の３の

２４第２項に規定されて

いる。 

同項については、廃止措

置段階の発電用原子炉施

設における保安規定の審

査基準を基とし、個々の

事案毎に判断する。ただ

し、高速増殖原型炉もん

６月 
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認可を受けた者

に限る。）が定め

た保安規定の認

可 

型炉もんじゅについて

は、同審査基準によらな

い。 

発電用原子炉設

置者（研究開発

段階炉に係るも

のに限り、第４

３条の３の３４

第２項及び第４

３条の３の３５

第２項における

廃止措置計画の

認可を受けた者

に限る。）が定め

た保安規定の変

更の認可 

同上 ６月（発

電用原子

炉施設の

増設及び

研開炉規

則第８７

条第２項

各号に掲

げる場合

以外は３

月） 

第４３条

の３の２

４第３項 

発電用原子炉設

置者（実用発電

用原子炉に係る

ものに限り、第

４３条の３の３

４第２項及び第

４３条の３の３

５第２項におけ

基準は、第４３条の３の

２４第３項に規定されて

いる。（※３） 

 

受けた者に限

る。）が定めた保

安規定の認可 

 

じゅについては、同審査

基準によらない。 

原子炉（研究開

発段階炉に限

る。）設置者（第

４３条の３の３

３第２項及び第

４３条の３の３

４第２項におけ

る廃止措置計画

の認可を受けた

者に限る。）が定

めた保安規定の

変更の認可 

 

同上 ６月（発

電用原子

炉施設の

増設及び

研開炉規

則第８７

条第２項

各号に掲

げる場合

以外は３

月） 

第４３条

の３の２

４第３項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）設

置者（第４３条

の３の３３第２

項及び第４３条

の３の３４第２

項における廃止

基準は、第４３条の３の

２４第３項に規定されて

いる。（※３） 
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る廃止措置計画

の認可を受けた

者を除く。）が定

めた保安規定の

変更命令 

発電用原子炉設

置者（実用発電

用原子炉に係る

ものに限り、第

４３条の３の３

４第２項及び第

４３条の３の３

５第２項におけ

る廃止措置計画

の認可を受けた

者に限る。）が定

めた保安規定の

変更命令 

同上  

発電用原子炉設

置者（研究開発

段階炉に係るも

のに限り、第４

３条の３の３４

第２項及び第４

３条の３の３５

同上  

措置計画の認可

を受けた者を除

く。）が定めた保

安規定の変更命

令 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）設

置者（第４３条

の３の３３第２

項及び第４３条

の３の３４第２

項における廃止

措置計画の認可

を受けた者に限

る。）が定めた保

安規定の変更命

令 

基準は、第４３条の３の

２４第３項に規定されて

いる。（※３） 

 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）設置

者（第４３条の

３の３３第２項

及び第４３条の

３の３４第２項

基準は、第４３条の３の

２４第３項に規定されて

いる。（※３） 
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第２項における

廃止措置計画の

認可を受けた者

を除く。）が定め

た保安規定の変

更命令 

発電用原子炉設

置者（研究開発

段階炉に係るも

のに限り、第４

３条の３の３４

第２項及び第４

３条の３の３５

第２項における

廃止措置計画の

認可を受けた者

に限る。）が定め

た保安規定の変

更命令 

同上  

（略） （略） （略） （略） 

第４３条

の３の２

６第２項

において

読み替え

発電用原子炉主

任技術者の解任

命令 

基準は、第４３条の３の

２６第２項において読み

替えて準用する第４３条

に規定されている。（※

３） 

 

における廃止措

置計画の認可を

受けた者を除

く。）が定めた保

安規定の変更命

令 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）設置

者（第４３条の

３の３３第２項

及び第４３条の

３の３４第２項

における廃止措

置計画の認可を

受けた者に限

る。）が定めた保

安規定の変更命

令 

基準は、第４３条の３の

２４第３項に規定されて

いる。（※３） 

 

（略） （略） （略） （略） 

第４３条

の３の２

６第２項

において

準用する

発電用原子炉主

任技術者の解任

命令 

基準は第４３条に規定さ

れている。（※３） 
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て準用す

る第４３

条 

第４３条

の３の２

７第１項 

発電用原子炉設

置者（実用発電

用原子炉に係る

ものに限る。）が

定めた核物質防

護規定の認可 

基準は、第４３条の３の

２７第２項において読み

替えて準用する第１２条

の２第２項及び実用炉規

則第９１条に規定されて

いる。 

実用炉規則第９１条につ

いては、原子力規制委員

会が別に定める基準を基

とし、個々の事案ごとに

判断する。 

９０日 

発電用原子炉設

置者（実用発電

用原子炉に係る

ものに限る。）が

定めた核物質防

護規定の変更の

認可 

同上 ９０日 

発電用原子炉設

置者（研究開発

段階炉に係るも

のに限る。）が定

基準は、第４３条の３の

２７第２項において読み

替えて準用する第１２条

の２第２項及び研開炉規

９０日 

第４３条 

 

 

第４３条

の３の２

７第１項 

発電用原子炉設

置者（実用発電

用原子炉に限

る。）の核物質防

護規定の認可 

基準は、第４３条の３の

２７第２項において準用

する第１２条の２第２項

及び実用炉規則第９１条

に規定されている。実用

炉規則第９１条について

は、原子力規制委員会が

別に定める基準を基と

し、個々の事案毎に判断

する。 

 

９０日 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）設

置者が定めた核

物質防護規定の

変更の認可 

 

同上 ９０日 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）設置

者が定めた核物

基準は、第４３条の３の

２７第２項において準用

する第１２条の２第２項

及び研開炉規則第８６条

９０日 
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めた核物質防護

規定の認可 

則第８６条に規定されて

いる。 

研開炉規則第８６条につ

いては、原子力規制委員

会が別に定める基準を基

とし、個々の事案ごとに

判断する。 

発電用原子炉設

置者（研究開発

段階炉に係るも

のに限る。）が定

めた核物質防護

規定の変更の認

可 

同上 ９０日 

第４３条

の３の２

７第２項 

発電用原子炉設

置者（実用発電

用原子炉に係る

ものに限る。）が

定めた核物質防

護規定の変更命

令 

基準は、第４３条の３の

２７第２項において読み

替えて準用する第１２条

の２第３項及び実用炉規

則第９１条に規定されて

いる。 

実用炉規則第９１条につ

いては、原子力規制委員

会が別に定める基準を基

とし、個々の事案ごとに

判断する。 

 

質防護規定の認

可 

に規定されている。研開

炉規則第８６条について

は、原子力規制委員会が

別に定める基準を基と

し、個々の事案毎に判断

する。 

 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）設置

者が定めた核物

質防護規定の変

更の認可 

 

同上 ９０日 

第４３条

の３の２

７第２項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）施

設の核物質防護

規定の変更命令 

基準は、第４３条の３の

２７第２項において準用

する第１２条の２第３項

及び実用炉規則第９１条

に規定されている。実用

炉規則第９１条について

は、原子力規制委員会が

別に定める基準を基と

し、個々の事案毎に判断

する。 
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発電用原子炉設

置者（研究開発

段階炉に係るも

のに限る。）が定

めた核物質防護

規定の変更命令 

基準は、第４３条の３の

２７第２項において読み

替えて準用する第１２条

の２第３項及び研開炉規

則第８６条に規定されて

いる。 

研開炉規則第８６条につ

いては、原子力規制委員

会が別に定める基準を基

とし、個々の事案ごとに

判断する。 

 

第４３条

の３の２

８第２項 

核物質防護管理

者の解任命令 

基準は、第４３条の３の

２８第２項において読み

替えて準用する第１２条

の５に規定されている。

（※３） 

 

第４３条

の３の２

９第４項 

発電用原子炉設

置者（実用発電

用原子炉に係る

ものに限る。）に

よる安全性の向

上のための評価

に係る調査及び

分析並びに評定

の方法に対する

基準は、第４３条の３の

２９第４項及び実用炉規

則第９９条の６各号に規

定されている。（※３） 

 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）施設

の核物質防護規

定の変更命令 

基準は、第４３条の３の

２７第２項において準用

する第１２条の２第３項

及び研開炉規則第８６条

に規定されている。研開

炉規則第８６条について

は、原子力規制委員会が

別に定める基準を基と

し、個々の事案毎に判断

する。 

 

 

第４３条

の３の２

８第２項 

核物質防護管理

者の解任命令 

基準は、第４３条の３の

２８第２項において準用

する第１２条の５に規定

されている。（※３） 

 

 

第４３条

の３の２

９第４項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）設

置者による安全

性の向上のため

の評価に係る調

査及び分析並び

に評定の方法に

対する変更命令 

基準は、第４３条の３の

２９第４項及び実用炉規

則第９９条の６各号に規

定されている。（※３） 
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変更命令 

発電用原子炉設

置者（研究開発

段階炉に係るも

のに限る。）によ

る安全性の向上

のための評価に

係る調査及び分

析並びに評定の

方法に対する変

更命令 

基準は、第４３条の３の

２９第４項及び研開炉規

則第９４条の６各号に規

定されている。（※３） 

 

第４３条

の３の３

０第１項 

発電用原子炉設

置者（実用発電

用原子炉に係る

ものに限る。）に

係る型式証明 

基準は、第４３条の３の

３０第２項及び実用炉設

置許可基準規則によるも

のとし、以下の規程を基

として個々の事案ごとに

判断する。 

○実用炉設置許可基準解

釈 

※６ 

発電用原子炉設

置者（研究開発

段階炉に係るも

のに限る。）に係

る型式証明 

基準は、第４３条の３の

３０第２項及び研開炉設

置許可基準規則によるも

のとし、以下の規程を基

として個々の事案ごとに

判断する。 

※６ 

 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）設置

者による安全性

の向上のための

評価に係る調査

及び分析並びに

評定の方法に対

する変更命令 

 

基準は、第４３条の３の

２９第４項及び研開炉規

則第９４条の６各号に規

定されている。（※３） 

 

第４３条

の３の３

０第１項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）設

置者に係る型式

の証明 

基準は、第４３条の３の

３０第２項及び実用炉設

置許可基準規則によるも

のとし、原則として以下

の規程に基づき個々の事

案毎に判断する。 

○実用炉設置許可基準解

釈 

※６ 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）設置

者に係る型式の

証明 

基準は、第４３条の３の

３０第２項及び研開炉設

置許可基準規則に基づい

た上で、原則として以下

の規程によるものとす

る。 

※６ 
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○研開炉設置許可基準解

釈 

第４３条

の３の３

０第３項 

発電用原子炉設

置者に係る特定

機器の設計の変

更の承認 

基準は、第４３条の３の

３０第１項の審査基準と

同じ。 

※６ 

第４３条

の３の３

０第５項 

発電用原子炉設

置者に係る特定

機器の型式証明

の取消し 

基準は、第４３条の３の

３０第１項の審査基準と

同じ。 

 

第４３条

の３の３

１第１項 

発電用原子炉設

置者（実用発電

用原子炉に係る

ものに限る。）に

係る型式の指定 

基準は、第４３条の３の

３１第３項及び実用炉技

術基準規則によるものと

し、以下の規程を基とし

て個々の事案ごとに判断

する。 

○実用炉技術基準解釈 

９０日間 

発電用原子炉設

置者（研究開発

段階炉に係るも

のに限る。）に係

る型式の指定 

基準は、第４３条の３の

３１第３項及び研開炉技

術基準規則によるものと

し、以下の規程を基とし

て個々の事案ごとに判断

する。 

○研開炉技術基準解釈 

９０日間 

○研開炉設置許可基準解

釈 

第４３条

の３の３

０第３項 

発電用原子炉設

置者に係る特定

機器の設計変更

の承認 

第４３条の３の３０第１

項の審査基準と同じ。 

※６ 

第４３条

の３の３

０第５項 

発電用原子炉設

置者に係る特定

機器の型式証明

の取消し 

第４３条の３の３０第１

項の審査基準と同じ。 

 

第４３条

の３の３

１第１項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）設

置者に係る型式

の指定 

基準は第４３条の３の３

１第３項及び実用炉技術

基準規則に基づいた上

で、原則として以下の規

程によるものとする。 

 

○実用炉技術基準解釈 

９０日間 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）設置

者に係る型式の

指定 

基準は第４３条の３の３

１第３項及び研開炉技術

基準規則に基づいた上

で、原則として以下の規

程によるものとする。 

 

○研開炉技術基準解釈 

９０日間 
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第４３条

の３の３

１第５項 

発電用原子炉設

置者に係る特定

機器の型式の指

定の取消し 

基準は、第４３条の３の

３１第１項と同じ。 

 

第４３条

の３の３

１第６項 

指定外国機器製

造者等に係る特

定機器の型式の

指定の取消し 

基準は第４３条の３の３

１第６項第１号から第３

号までに規定されてい

る。 

 

第４３条

の３の３

２第２項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）の

運転期間の延長

の認可 

基準は、実用炉規則第１

１４条によるものとし、

以下の規程を基として

個々の事案ごとに判断す

る。 

○実用発電用原子炉の運

転の期間の延長の審査

基準（原管Ｐ発第１３

１１２７１号（平成２

５年１１月２７日原子

力規制委員会決定）） 

１年 

（略） （略） （略） 

第４３条

の３の３

４第２項 

発電用原子炉設

置者（実用発電

用原子炉に係る

ものに限る。）の

基準は、第４３条の３の

３４第３項において読み

替えて準用する第１２条

の６第４項及び実用炉規

※６ 

第４３条

の３の３

１第５項 

発電用原子炉設

置者に係る特定

機器の型式指定

の取消し 

基準は、第４３条の３の

３１第１項と同じ。 

 

第４３条

の３の３

１第６項 

指定外国危機製

造者等に係る特

定機器の型式指

定の取消し 

基準は第４３条の３の３

１第６項第１号から第３

号までによる。 

 

第４３条

の３の３

２第２項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）の

運転期間の延長

の認可 

基準は、実用炉規則第１

１４条によるものとし、

以下の規程を基として

個々の事案毎に判断す

る。 

○「実用発電用原子炉の

運転の期間の延長の審査

基準」（原管Ｐ発第１３

１１２７１号（平成２５

年１１月２７日原子力規

制委員会決定） 

１年 

（略） （略） （略） 

第４３条

の３の３

３第２項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）設

置者の廃止措置

基準は、第４３条の３の

３３第３項において準用

する第１２条の６第４項

及び実用炉規則第１１９

※６ 
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廃止措置計画の

認可 

則第１１９条に規定され

ている。 

これらの規定について

は、原子炉施設廃止措置

計画審査基準を基とし、

個々の事案ごとに判断す

る。 

発電用原子炉設

置者（研究開発

段階炉に係るも

のに限る。）の廃

止措置計画の認

可 

基準は、第４３条の３の

３４第３項において読み

替えて準用する第１２条

の６第４項及び研開炉規

則第１１４条に規定され

ている。 

これらの規定について

は、原子炉施設廃止措置

計画審査基準を基とし、

個々の事案ごとに判断す

る。ただし、高速増殖原

型炉もんじゅについて

は、同審査基準によらな

い。 

※６ 

第４３条

の３の３

４第３項

において

発電用原子炉設

置者（実用発電

用原子炉に係る

ものに限る。）の

基準は、第４３条の３の

３４第３項において読み

替えて準用する第１２条

の６第４項及び実用炉規

※６ 

計画の認可 条に規定されている。 

同項については、原子炉

施設廃止措置計画審査基

準を基とし、個々の事案

毎に判断する。 

 

 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）設置

者の廃止措置計

画の認可 

基準は、第４３条の３の

３３第３項において準用

する第１２条の６第４項

及び研開炉規則第１１４

条に規定されている。 

同項については、原子炉

施設廃止措置計画審査基

準を基とし、個々の事案

毎に判断する。ただし、

高速増殖原型炉もんじゅ

については、同審査基準

によらない。 

 

 

※６ 

第４３条

の３の３

３第３項

において

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）設

置者の廃止措置

基準は、第４３条の３の

３３第３項において準用

する第１２条の６第４項

及び実用炉規則第１１９

※６ 



65 

読み替え

て準用す

る第１２

条の６第

３項 

廃止措置計画の

変更の認可 

則第１１９条に規定され

ている。 

これらの規定について

は、原子炉施設廃止措置

計画審査基準を基とし、

個々の事案ごとに判断す

る。 

発電用原子炉設

置者（研究開発

段階炉に係るも

のに限る。）の廃

止措置計画の変

更の認可 

基準は、第４３条の３の

３４第３項において読み

替えて準用する第１２条

の６第４項及び研開炉規

則第１１４条に規定され

ている。 

これらの規定について

は、原子炉施設廃止措置

計画審査基準を基とし、

個々の事案ごとに判断す

る。ただし、高速増殖原

型炉もんじゅについて

は、同審査基準によらな

い。 

※６ 

第４３条

の３の３

４第３項

において

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

基準は、第４３条の３の

３４第３項において読み

替えて準用する第１２条

の６第７項に規定されて

 

準用する

第１２条

の６第３

項 

計画の変更の認

可 

条に規定されている。 

同項については、原子炉

施設廃止措置計画審査基

準を基とし、個々の事案

毎に判断する。 

 

 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）設置

者の廃止措置計

画の変更の認可 

基準は、第４３条の３の

３３第３項において準用

する第１２条の６第４項

及び研開炉規則第１１４

条に規定されている。同

項については、原子炉施

設廃止措置計画審査基準

を基とし、個々の事案毎

に判断する。ただし、高

速増殖原型炉もんじゅに

ついては、同審査基準に

よらない。 

 

 

※６ 

第４３条

の３の３

３第３項

において

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害の

基準は、第４３条の３の

３３第３項において準用

する第１２条の６第７項

に規定されている。（※
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読み替え

て準用す

る第１２

条の６第

７項 

止のための措置

等の命令 

いる。（※３） 

第４３条

の３の３

４第３項

において

準用する

第１２条

の６第８

項 

発電用原子炉設

置者（実用発電

用原子炉に係る

ものに限る。）に

係る廃止措置の

終了の確認 

基準は、第４３条の３の

３４第３項において準用

する第１２条の６第８項

及び実用炉規則第１２１

条に規定されている。 

※６ 

発電用原子炉設

置者（研究開発

段階炉に係るも

のに限る。）に係

る廃止措置の終

了の確認 

基準は、第４３条の３の

３４第３項において準用

する第１２条の６第８項

及び研開炉規則第１１６

条に規定されている。 

※６ 

第４３条

の３の３

５第２項 

許可の取消し等

に伴う旧発電用

原子炉設置者等

（実用発電用原

子炉に係るもの

に限る。）の廃止

措置計画の認可 

基準は、第４３条の３の

３５第４項において読み

替えて準用する第１２条

の７第５項及び実用炉規

則第１１９条に規定され

ている。 

これらの規定について

は、原子炉施設廃止措置

※６ 

準用する

第１２条

６第７項 

 

 

防止のための措

置等の命令 

３） 

第４３条

の３の３

３第３項

において

準用する

第１２条

の６第８

項 

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）設

置者に係る廃止

措置の終了確認 

 

基準は、第４３条の３の

３３第３項において準用

する第１２条の６第８項

並びに実用炉規則第１２

１条に規定されている。 

（新設） 

発電用原子炉

（研究開発段階

炉に限る。）設置

者に係る廃止措

置の終了確認 

 

基準は、第４３条の３の

３３第３項において準用

する第１２条の６第８項

並びに研開炉規則第１１

６条に規定されている。 

（新設） 

第４３条

の３の３

４第２項 

許可の取消し等

に伴う発電用原

子炉（実用発電

用原子炉に限

る。）設置者の廃

止措置計画の認

可 

基準は、実用炉規則第１

１９条に規定されてい

る。同項については、原

子炉施設廃止措置計画審

査基準を基とし、個々の

事案毎に判断する。 

 

 

※６ 
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計画審査基準を基とし、

個々の事案ごとに判断す

る。 

許可の取消し等

に伴う旧発電用

原子炉設置者等

（研究開発段階

炉に係るものに

限る。）の廃止措

置計画の認可 

基準は、第４３条の３の

３５第４項において読み

替えて準用する第１２条

の７第５項及び研開炉規

則第１１４条に規定され

ている。 

これらの規定について

は、原子炉施設廃止措置

計画審査基準を基とし、

個々の事案ごとに判断す

る。 

※６ 

第４３条

の３の３

５第４項

において

読み替え

て準用す

る第１２

条の７第

４項 

許可の取消し等

に伴う旧発電用

原子炉設置者等

（実用発電用原

子炉に係るもの

に限る。）の廃止

措置計画の変更

の認可 

基準は、第４３条の３の

３５第４項において読み

替えて準用する第１２条

の７第５項及び実用炉規

則第１１９条に規定され

ている。 

これらの規定について

は、原子炉施設廃止措置

計画審査基準を基とし、

個々の事案ごとに判断す

る。 

※６ 

 

 

 

許可の取消し等

に伴う発電用原

子炉（研究開発

段階炉に限る。）

設置者の廃止措

置計画の認可 

基準は、研開炉規則第１

１４条に規定されてい

る。同項については、原

子炉施設廃止措置計画審

査基準を基とし、個々の

事案毎に判断する。 

 

 

 

 

 

※６ 

第４３条

の３の３

４第４項

において

準用する

第１２条

の７第４

項 

許可の取消し等

に伴う発電用原

子炉（実用発電

用原子炉に限

る。）設置者の廃

止措置計画の変

更の認可 

基準は、実用炉規則第１

１９条に規定されてい

る。同項については、原

子炉施設廃止措置計画審

査基準を基とし、個々の

事案毎に判断する。 

 

 

 

 

 

（新設） 
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許可の取消し等

に伴う旧発電用

原子炉設置者等

（研究開発段階

炉に係るものに

限る。）の廃止措

置計画の変更の

認可 

基準は、第４３条の３の

３５第４項において読み

替えて準用する第１２条

の７第５項及び研開炉規

則第１１４条に規定され

ている。 

これらの規定について

は、原子炉施設廃止措置

計画審査基準を基とし、

個々の事案ごとに判断す

る。 

※６ 

第４３条

の３の３

５第４項

において

読み替え

て準用す

る第１２

条の７第

８項 

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

止のための措置

等の命令 

基準は、第４３条の３の

３５第４項において読み

替えて準用する第１２条

の７第８項に規定されて

いる。（※３） 

 

第４３条

の３の３

５第４項

において

読み替え

許可の取消し等

に伴う旧発電用

原子炉設置者等

（実用発電用原

子炉に係るもの

基準は、第４３条の３の

３５第４項において読み

替えて準用する第１２条

の７第９項及び実用炉規

則第１２１条に規定され

※６ 

許可の取消し等

に伴う発電用原

子炉（研究開発

段階炉に限る。）

設置者の廃止措

置計画の変更の

認可 

基準は、研開炉規則第１

１４条に規定されてい

る。同項については、原

子炉施設廃止措置計画審

査基準を基とし、個々の

事案毎に判断する。 

 

 

 

 

 

（新設） 

第４３条

の３の３

４第４項

において

準用する

第１２条

の７第８

項 

 

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

止のための措置

等の命令 

基準は、第４３条の３の

３４第４項において準用

する第１２条の７第８項

に規定されている。（※

３） 

 

第４３条

の３の３

４第４項

において

準用する

発電用原子炉

（実用発電用原

子炉に限る。）設

置者に係る廃止

措置の終了確認 

基準は、第４３条の３の

３４第４項において準用

する第１２条の７第９項

及び実用炉規則第１２１

条に規定されている。 

※６ 
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て準用す

る第１２

条の７第

９項 

に限る。）に係る

廃止措置の終了

の確認 

ている。 

許可の取消し等

に伴う旧発電用

原子炉設置者等

（研究開発段階

炉に係るものに

限る。）に係る廃

止措置の終了の

確認 

基準は、第４３条の３の

３５第４項において読み

替えて準用する第１２条

の７第９項及び研開炉規

則第１１６条に規定され

ている。 

※６ 

【貯蔵の規制】 

第４３条

の４第１

項 

使用済燃料貯蔵

事業の許可 

基準は、第４３条の５第

１項各号の規定並びに使

用済燃料貯蔵施設の位

置、構造及び設備の基準

に関する規則（平成２５

年原子力規制委員会規則

第２４号。以下「貯蔵事

業許可基準規則」とい

う。）及び品質管理基準

規則によるものとし、以

下の規程を基として個々

の事案ごとに判断する。 

※６ 

第１２条

の７第９

項 

 

 

 

発電用原子炉

（研開発段階炉

に限る。）設置者

に係る廃止措置

の終了確認 

基準は、第４３条の３の

３４第４項において準用

する第１２条の７第９項

及び研開炉則第１１６条

に規定されている。 

 

 

 

※６ 

【貯蔵の規制】 

第４３条

の４第１

項 

使用済燃料貯蔵

事業の許可 

基準は、第４３条の５第

１項各号の規定及び「使

用済燃料貯蔵施設の位

置、構造及び設備の基準

に関する規則」（平成２

５年原子力規制委員会規

則第２４号。以下「貯蔵

事業許可基準規則」とい

う。）によるものとし、

以下の規程を基として

個々の事案毎に判断す

る。 

※６ 
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○原子力事業者の技術的

能力に関する審査指針 

 

 

 

○使用済燃料貯蔵施設の

位置、構造及び設備の

基準に関する規則の解

釈（原管廃発第１３１

１２７２号（平成２５

年１１月２７日原子力

規制委員会決定）。以

下「貯蔵事業許可基準

解釈」という。）。 

○品質管理基準解釈 

（略） （略） （略） （略） 

第４３条

の８第１

項 

使用済燃料貯蔵

施設の設計及び

工事の計画の認

可 

基準は、第４３条の８第

３項に規定されている。

同項第２号については、

使用済燃料貯蔵施設の技

術基準に関する規則（令

和 年原子力規制委員会

規則第 号。以下「貯蔵

技術基準規則」とい

う。）及び核原料物質又

※６ 

○原子力事業者の技術的

能力に関する審査指針

（平成１６年５月２７

日、原子力安全委員会

決定） 

○「使用済燃料貯蔵施設

の位置、構造及び設備

の基準に関する規則の

解釈」（原管廃発第１

３１１２７２号（平成

２５年１１月２７日原

子力規制委員会決

定）。以下「貯蔵事業

許可基準解釈」とい

う。）。 

（略） （略） （略） （略） 

第４３条

の８第１

項 

使用済燃料貯蔵

施設の設計及び

工事の方法の認

可 

基準は、第４３条の８第

３項に規定されている。

同項第２号については、

「使用済燃料貯蔵施設の

設計及び工事の方法の技

術基準に関する規則」

（平成１２年通商産業省

令第１１３号。以下「貯

蔵設工認基準規則」とい

※６ 



71 

は核燃料物質の製錬の事

業に関する規則等の規定

に基づく線量限度等を定

める告示によるものと

し、以下の規程を基とし

て個々の事案ごとに判断

する。 

○使用済燃料貯蔵施設の

技術基準に関する規則

の解釈（番号（令和 

年 月 日原子力規制

委員会決定）。以下

「貯蔵技術基準解釈」

という。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

う。）及び「実用発電用

原子炉の設置、運転等に

関する規則に基づく線量

限度等を定める告示」に

よるものとし、以下の規

程を基として個々の事案

毎に判断する。 

○使用済燃料貯蔵施設の

設計及び工事の方法の

技術基準に関する省令

の解釈（内規）（平成

２１年３月２７日、平

成２１・０２・２６原

院第８号） 

 

同項第３号については、

「使用済燃料貯蔵施設に

係る使用済燃料貯蔵事業

者の設計及び工事に係る

品質管理の方法及びその

検査のための組織の技術

基準に関する規則」（平

成２５年原子力規制委員

会規則第２５号）による

ものとし、以下の規程を
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使用済燃料貯蔵

施設の変更に係

る設計及び工事

の計画の認可 

同上 ※６ 

第４３条

の８第２

項 

使用済燃料貯蔵

施設の設計及び

工事の計画の変

更の認可 

同上 ※６ 

基として個々の事案毎に

判断する。 

○「使用済燃料貯蔵施設

に係る使用済燃料貯蔵

事業者の設計及び工事

に係る品質管理の方法

及びその検査のための

組織の技術基準に関す

る規則の解釈」（原管

廃発第１３１１２７３

号（平成２５年１１月

２７日原子力規制委員

会決定）この規程の該

当部分のとおりである

場合には、法第４３条

の８第３項第３号に適

合するものとする。） 

使用済燃料貯蔵

施設の変更に係

る設計及び工事

の方法の認可 

同上 ※６ 

第４３条

の８第２

項 

使用済燃料貯蔵

施設の設計及び

工事の方法の変

更の認可 

同上 ※６ 
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第４３条

の９第３

項 

使用済燃料貯蔵

施設の使用前事

業者検査に関す

る確認 

基準は、第４３条の９第

２項に規定されている。 

同項第２号については、

貯蔵技術基準規則及び核

原料物質又は核燃料物質

の製錬の事業に関する規

則等の規定に基づく線量

限度等を定める告示によ

るものとし、以下の規程

を基として個々の事案ご

とに判断する。 

○貯蔵技術基準解釈 

 

 

確認終了

後３０日 

（削除） 

 

 

（削除） （削除） 

（削除） （削除） （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

第４３条

の９第１

項 

使用済燃料貯蔵

施設の使用前検

査 

基準は、第４３条の９第

２項に規定されている。 

同項第２号については、

「使用済燃料貯蔵施設の

性能に係る技術基準に関

する規則」（平成２５年

原子力規制委員会規則第

２６号。以下「貯蔵性能

基準規則」という。）及

び「実用発電用原子炉の

設置、運転等に関する規

則に基づく線量限度等を

定める告示」によるもの

とする。 

検査終了

後３０日 

使用済燃料貯蔵

施設の変更に係

る使用前検査 

同上 検査終了

後３０日 

第４３条

の１０第

１項 

使用済燃料貯蔵

施設の溶接検査 

基準は、第４３条の１０

第３項の規定及び使用済

燃料貯蔵施設の溶接に関

する技術基準を定める規

則（平成１２年通商産業

省令第１１４号。以下

「貯蔵施設溶接規則」と

いう。）によるものと

※６ 
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（削除） （削除） （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

し、以下の規程を基とし

て個々の事案毎に判断す

る。 

○使用済燃料貯蔵施設の

溶接に関する技術基準

を定める省令の解釈

（内規）（平成２１年

３月２７日、平成２

１・０２・２６原院第

７号） 

第４３条

の１０第

２項 

使用済燃料貯蔵

施設の溶接の方

法の認可 

基準は、使用済燃料の貯

蔵の事業に関する規則

（平成１２年通商産業省

令第１１２号。以下「貯

蔵規則」という。）第１

５条第３項の規定による

ものとし、以下の規程を

基として個々の事案毎に

判断する。 

○使用済燃料貯蔵施設の

溶接の方法の認可につ

いて（内規）（平成２

１年３月２７日、平成

２１・０２・２６原院

第９号） 

※６ 
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（削除） （削除） （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

第４３条

の１４第

１項 

使用済燃料貯蔵

事業者である法

人の合併及び分

割に係る認可 

基準は、第４３条の１４

第２項において準用する

第４３条の５第１項第１

号、第２号及び第４号に

規定されている。（※

２） 

※６ 

第４３条

の１６第

１項 

使用済燃料貯蔵

事業の許可の取

消し 

基準は、第４３条の１６

第１項及び使用済燃料の

貯蔵の事業に関する規則

（平成１２年通商産業省

令第１１２号。以下「貯

蔵規則」という。）第２

 

第４３条

の１０第

４項 

輸入した使用済

燃料貯蔵施設の

溶接検査 

基準は、第４３条の１０

第５項の規定及び貯蔵施

設溶接規則の規定による

ものとし、以下の規程を

基として個々の事案毎に

判断する。 

○使用済燃料貯蔵施設の

溶接に関する技術基準

を定める省令の解釈

（内規）（平成２１年

３月２７日、平成２

１・０２・２６原院第

７号） 

※６ 

第４３条

の１４第

１項 

使用済燃料貯蔵

事業者である法

人の合併及び分

割に係る認可 

基準は、第４３条の１４

第２項において準用する

第４３条の５第１項第１

号及び第２号に規定され

ている。（※２） 

 

※６ 

第４３条

の１６第

１項 

使用済燃料貯蔵

事業の許可の取

消し 

基準は、第４３条の１６

第１項及び貯蔵規則第２

６条に規定されている。

（※３） 
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６条に規定されている。

（※３） 

（略） （略） （略）  

第４３条

の１９第

１項 

使用済燃料貯蔵

施設の使用の停

止等 

基準は、第４３条の１９

第１項並びに貯蔵事業許

可基準規則及び貯蔵技術

基準規則に規定されてい

る。（※３） 

 

第４３条

の１９第

２項 

防護措置に係る

是正措置等の命

令 

基準は、第４３条の１９

第２項及び貯蔵規則第３

６条に規定されている。 

貯蔵規則第３６条につい

ては、原子力規制委員会

が別に定める基準を基と

し、個々の事案ごとに判

断する。 

 

第４３条

の２０第

１項 

使用済燃料貯蔵

事業者が定めた

保安規定の認可 

基準は、第４３条の２０

第２項に規定されてい

る。 

同項第２号については、

使用済燃料貯蔵施設にお

ける保安規定の審査基準

（原管廃発第１３１１２

７４号（平成２５年１１

※６ 

 

 

（略） （略） （略）  

第４３条

の１９第

１項 

使用済燃料貯蔵

施設の使用の停

止等 

基準は、第４３条の１９

第１項、貯蔵事業許可基

準規則及び貯蔵性能基準

規則によるものとする。

（※３） 

 

第４３条

の１９第

２項 

防護措置に係る

是正措置等の命

令 

基準は、第４３条の１９

第２項及び貯蔵規則第３

６条に規定されている。

貯蔵規則第３６条につい

ては、原子力規制委員会

が別に定める基準を基と

し、個々の事案毎に判断

する。 

 

第４３条

の２０第

１項 

使用済燃料貯蔵

事業者が定めた

保安規定の認可 

基準は、第４３条の２０

第２項に規定されてい

る。 

同項については、「使用

済燃料貯蔵施設における

保安規定の審査基準」

（原管廃発第１３１１２

７４号（平成２５年１１

※６ 
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月２７日原子力規制委員

会決定））を基とし、

個々の事案ごとに判断す

る。 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略）  

第４３条

の２５第

１項 

使用済燃料貯蔵

事業者が定めた

核物質防護規定

の認可 

基準は、第４３条の２５

第２項において読み替え

て準用する第１２条の２

第２項及び貯蔵規則第３

６条に規定されている。 

貯蔵規則第３６条につい

ては、原子力規制委員会

が別に定める基準を基と

し、個々の事案ごとに判

断する。 

９０日 

（略） （略） （略） 

第４３条

の２５第

２項 

使用済燃料貯蔵

事業者が定めた

核物質防護規定

の変更命令 

基準は、第４３条の２５

第２項において読み替え

て準用する第１２条の２

第３項及び貯蔵規則第３

６条に規定されている。 

貯蔵規則第３６条につい

ては、原子力規制委員会

 

月２７日原子力規制委員

会決定））を基とし、

個々の事案毎に判断す

る。 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略）  

第４３条

の２５第

１項 

使用済燃料貯蔵

事業者が定めた

核物質防護規定

の認可 

基準は、第４３条の２５

第２項において準用する

第１２条の２第２項及び

貯蔵規則第３６条に規定

されている。貯蔵規則第

３６条については、原子

力規制委員会が別に定め

る基準を基とし、個々の

事案毎に判断する。 

 

９０日 

（略） （略） （略） 

第４３条

の２５第

２項 

使用済燃料貯蔵

事業者が定めた

核物質防護規定

の変更命令 

基準は、第４３条の２５

第２項において準用する

第１２条の２第３項及び

貯蔵規則第３６条に規定

されている。貯蔵規則第

３６条については、原子

力規制委員会が別に定め
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が別に定める基準を基と

し、個々の事案ごとに判

断する。 

第４３条

の２６第

２項 

核物質防護管理

者の解任命令 

基準は、第４３条の２６

第２項において読み替え

て準用する第１２条の５

に規定されている。（※

３） 

 

第４３条

の２６の

２第１項 

使用済燃料貯蔵

事業者に係る型

式証明 

基準は、第４３条の２６

の２第２項及び貯蔵事業

許可基準規則によるもの

とし、以下の規程を基と

して個々の事案ごとに判

断する。 

○貯蔵事業許可基準解釈 

※６ 

第４３条

の２６の

２第３項 

使用済燃料貯蔵

事業者に係る特

定容器等の設計

の変更の承認 

基準は、第４３条の２６

の２第１項の審査基準と

同じ。 

※６ 

第４３条

の２６の

２第５項 

使用済燃料貯蔵

事業者に係る特

定容器等の型式

証明の取消し 

基準は、第４３条の２６

の２第１項の審査基準と

同じ。 

 

第４３条 使用済燃料貯蔵 基準は、第４３条の２６ ※６ 

る基準を基とし、個々の

事案毎に判断する。 

 

第４３条

の２６第

２項 

核物質防護管理

者の解任命令 

基準は、第４３条の２６

第２項において準用する

第１２条の５に規定され

ている。（※３） 

 

 

第４３条

の２６の

２第１項 

使用済燃料貯蔵

事業者に係る型

式の証明 

基準は、第４３条の２６

の２第２項及び貯蔵事業

許可基準規則によるもの

とし、原則として以下の

規程に基づき個々の事案

毎に判断する。 

○貯蔵事業許可基準解釈 

※６ 

第４３条

の２６の

２第３項 

使用済燃料貯蔵

事業者に係る特

定容器等の設計

変更の承認 

第４３条の２６の２第１

項の審査基準と同じ。 

※６ 

第４３条

の２６の

２第５項 

使用済燃料貯蔵

事業者に係る特

定容器等の型式

証明の取消し 

第４３条の２６の２第１

項の審査基準と同じ。 

 

第４３条 使用済燃料貯蔵 基準は、第４３条の２６ ※６ 
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の２６の

３第１項 

事業者に係る型

式の指定 

の３第３項及び貯蔵技術

基準規則によるものと

し、以下の規程を基とし

て個々の事案ごとに判断

する。 

○貯蔵技術基準解釈 

 

 

第４３条

の２６の

３第５項 

使用済燃料貯蔵

事業者に係る特

定容器等の型式

の指定の取消し 

基準は、第４３条の２６

の３第１項と同じ。 

 

第４３条

の２６の

３第６項 

指定外国容器等

製造者等に係る

特定容器等の型

式の指定の取消

し 

基準は、第４３条の２６

の３第６項第１号から第

３号までに規定されてい

る。 

 

第４３条

の２７第

２項 

廃止措置計画の

認可 

基準は、第４３条の２７

第３項において読み替え

て準用する第１２条の６

第４項及び貯蔵規則第４

３条の６に規定されてい

る。 

※６ 

第４３条 廃止措置計画の 同上 ※６ 

の２６の

３第１項 

事業者に係る型

式の指定 

の３第３項及び貯蔵設工

認基準規則に基づいた上

で、原則として以下の規

程によるものとする。 

○使用済燃料貯蔵施設の

設計及び工事の方法の

技術基準に関する省令

の解釈（内規） 

第４３条

の２６の

３第５項 

使用済燃料貯蔵

事業者に係る特

定容器等の型式

指定の取消し 

基準は、第４３条の２６

の３第１項と同じ。 

 

第４３条

の２６の

３第６項 

指定外国容器等

製造者等に係る

特定容器等の型

式指定の取消し 

 

基準は第４３条の２６の

３第６項第１号から第３

号までによる。 

 

第４３条

の２７第

２項 

廃止措置計画の

認可 

基準は、第４３条の２７

第３項において準用する

第１２条の６第４項及び

貯蔵規則第４３条の６に

規定されている。 

 

※６ 

第４３条 廃止措置計画の 同上 ※６ 
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の２７第

３項にお

いて読み

替えて準

用する第

１２条の

６第３項 

変更の認可 

第４３条

の２７第

３項にお

いて読み

替えて準

用する第

１２条の

６第７項 

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

止のための措置

等の命令 

基準は、第４３条の２７

第３項において読み替え

て準用する第１２条の６

第７項に規定されてい

る。（※３） 

 

第４３条

の２７第

３項にお

いて準用

する第１

２条の６

第８項 

廃止措置の終了

の確認 

基準は、第４３条の２７

第３項において準用する

第１２条の６第８項及び

貯蔵規則第４３条の８に

規定されている。（※

２） 

※６ 

第４３条

の２８第

２項 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

計画の認可 

基準は、第４３条の２８

第４項において読み替え

て準用する第１２条の７

※６ 

の２７第

３項にお

いて準用

する第１

２条の６

第３項 

 

変更の認可 

第４３条

の２７第

３項にお

いて準用

する第１

２条の６

第７項 

 

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

止のための措置

等の命令 

基準は、第４３条の２７

第３項において準用する

第１２条の６第７項に規

定されている。 

 

第４３条

の２７第

３項にお

いて準用

する第１

２条の６

第８項 

廃止措置の終了

確認 

基準は、第４３条の２７

第３項において準用する

第１２条の６第８項及び

貯蔵規則第４３条の８に

規定されている。 

※６ 

第４３条

の２８第

２項 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

計画の認可 

基準は、第４３条の２８

第４項において準用する

第１２条の７第５項及び

※６ 
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第５項及び貯蔵規則第４

３条の６に規定されてい

る。（※２） 

第４３条

の２８第

４項にお

いて読み

替えて準

用する第

１２条の

７第４項 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

計画の変更の認

可 

同上 ※６ 

第４３条

の２８第

４項にお

いて読み

替えて準

用する第

１２条の

７第８項 

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

止のための措置

等の命令 

基準は、第４３条の２８

第４項において読み替え

て準用する第１２条の７

第８項に規定されてい

る。（※３） 

 

貯蔵規則第４３条の６に

規定されている。 

 

第４３条

の２８第

４項にお

いて準用

する第１

２条の７

第４項 

 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

計画の変更の認

可 

同上 ※６ 

第４３条

の２８第

４項にお

いて準用

する第１

２条の７

第８項 

 

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

止のための措置

等の命令 

基準は、第４３条の２８

第４項において準用する

第１２条の７第８項に規

定されている。 
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第４３条

の２８第

４項にお

いて読み

替えて準

用する第

１２条の

７第９項 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

の終了の確認 

基準は、第４３条の２８

第４項において読み替え

て準用する第１２条の７

第９項及び貯蔵規則第４

３条の８に規定されてい

る。（※２） 

※６ 

【再処理の規制】 

第４３条

の２８第

４項にお

いて準用

する第１

２条の７

第９項 

 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

の終了確認 

基準は、第４３条の２８

第４項において準用する

第１２条の７第９項及び

貯蔵規則第４３条の８に

規定されている。 

※６ 

【再処理の規制】 
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第４４第

１項 

再処理事業の指

定 

基準は、第４４条の２第

１項各号の規定並びに再

処理施設の位置、構造及

び設備の基準に関する規

則（平成２５年原子力規

制委員会規則第２７号。

以下「再処理事業指定基

準規則」という。）及び

品質管理基準規則による

ものとし、以下の規程を

基として個々の事案ごと

に判断する。 

○使用済燃料の再処理の

事業に係る再処理事業

者の重大事故の発生及

び拡大の防止に必要な

措置を実施するために

必要な技術的能力に係

る審査基準（原管研発

第１３１１２７７号

（平成２５年１１月２

７日原子力規制委員会

決定）） 

○原子力事業者の技術的

能力に関する審査指針 

※６ 第４４第

１項 

再処理事業の指

定 

当該審査基準は、第４４

条の２第１項各号の規定

及び「再処理施設の位

置、構造及び設備の基準

に関する規則」（平成２

５年原子力規制委員会規

則第２７号。以下「再処

理事業指定基準規則」と

いう。）によるものと

し、以下の規程を基とし

て個々の事案毎に判断す

る。 

○使用済燃料の再処理の

事業に係る再処理事業

者の重大事故の発生及

び拡大の防止に必要な

措置を実施するために

必要な技術的能力に係

る審査基準（原管研発

第１３１１２７７号

（平成２５年１１月２

７日原子力規制委員会

決定）） 

○原子力事業者の技術的

能力に関する審査指針

※６ 
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○再処理施設の位置、構

造及び設備の基準に関

する規則の解釈（原管

研発第１３１１２７５

号（平成２５年１１月

２７日原子力規制委員

会決定）） 

○品質管理基準解釈 

（平成１６年５月２７

日、原子力安全委員会

決定） 

○「再処理施設の位置、

構造及び設備の基準に

関する規則の解釈」

（原管研発第１３１１

２７５号（平成２５年

１１月２７日原子力規

制委員会決定）。以下

「再処理事業指定基準

解釈」という。） 
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（略） （略） （略） （略） 

第４５条

第１項 

再処理施設の設

計及び工事の計

画の認可 

基準は、第４５条第３項

に規定されている。 

同項第２号については、

再処理施設の技術基準に

関する規則（令和 年原

子力規制委員会規則第 

号。以下「再処理技術基

準規則」という。）及び

核原料物質又は核燃料物

質の製錬の事業に関する

規則等の規定に基づく線

量限度等を定める告示に

よるものとし、以下の規

程を基として個々の事案

ごとに判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※６ 

（略） （略） （略） （略） 

第４５条

第１項 

再処理施設の設

計及び工事の方

法の認可 

基準は、第４５条第３項

に規定されている。 

同項第２号については、

「再処理施設の設計及び

工事の方法の技術基準に

関する規則」（昭和６２

年総理府令第１２号）、

「核燃料物質の加工の事

業に関する規則等の規定

に基づき、線量限度等を

定める告示」及び「工場

又は事業所における核燃

料物質等の運搬に関する

措置に係る技術的細目等

を定める告示」に規定さ

れている。（※２） 

 

同項第３号については、

「再処理施設に係る再処

理事業者の設計及び工事

に係る品質管理の方法及

びその検査のための組織

の技術基準に関する規

則」（平成２５原子力規

※６ 
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○再処理施設の技術基準

に関する規則の解釈

（番号（令和 年 月 

日原子力規制委員会決

定）。以下「再処理技

術基準解釈」とい

う。） 

 

 

 

再処理施設の変

更に係る設計及

び工事の計画の

認可 

同上 ※６ 

第４５条

第２項 

再処理施設の設

計及び工事の計

画の変更の認可 

同上 ※６ 

第４６条

第３項 

再処理施設の使

用前事業者検査

に関する確認 

基準は、第４６条第２項

に規定されている。 

同項第２号については、

再処理技術基準規則及び

確認終了

後３０日 

制委員会規則第２８号）

によるものとし、以下の

規程を基として個々の事

案毎に判断する。 

○「再処理施設に係る再

処理事業者の設計及び

工事に係る品質管理の

方法及びその検査のた

めの組織の技術基準に

関する規則の解釈」

（原管研発第１３１１

２７６号（平成２５年

１１月２７日原子力規

制委員会決定）） 

再処理施設の変

更に係る設計及

び工事の方法の

認可 

同上 ※６ 

第４５条

第２項 

再処理施設の設

計及び工事の方

法の変更の認可 

同上 ※６ 

第４６条

第１項 

再処理施設の使

用前検査 

基準は、第４６条第２項

に規定されている。 

同項第２号については、

「再処理施設の性能に係

検査終了

後３０日 
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核原料物質又は核燃料物

質の製錬の事業に関する

規則等の規定に基づく線

量限度等を定める告示に

よるものとし、以下の規

程を基として個々の事案

ごとに判断する。 

〇再処理技術基準解釈 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） （削除） 

（削除） （削除） （削除） 

 

 

 

（削除） 

（削除） （削除） （削除） 

 

 

 

（削除） 

る技術基準に関する規

則」（平成２５年原子力

規制委員会規則第２９

号。以下「再処理性能基

準規則」という。）、「核

燃料物質の加工の事業に

関する規則等の規定に基

づき、線量限度等を定め

る告示」及び「工場又は

事業所における核燃料物

質等の運搬に関する措置

に係る技術的細目等を定

める告示」に規定されて

いる。（※２） 

再処理施設の変

更に係る使用前

検査 

同上 検査終了

後３０日 

第４６条

の２第１

項 

再処理施設の溶

接検査 

基準は、第４６条の２第

３項及び核燃料施設溶接

規則に規定されている。

（※２） 

※６ 

第４６条

の２第２

項 

再処理施設の溶

接の方法の認可 

当該審査基準は、使用済

燃料の再処理の事業に関

する規則（昭和４６年総

理府令第１０号。以下

※６ 
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（削除） （削除） （削除） 

 

 

 

（削除） 

第４６条

の５第１

項 

再処理事業者で

ある法人の合併

及び分割に係る

認可 

基準は、第４６条の５第

２項において準用する第

４４条の２第１項第１号

から第３号まで及び第５

号に規定されている。

（※２） 

※６ 

第４６条

の７第１

項 

再処理事業の指

定の取消し 

基準は、第４６条の７第

１項及び使用済燃料の再

処理の事業に関する規則

（昭和４６年総理府令第

１０号。以下「再処理規

則」という。）第７条の

１５に規定されている。

 

「再処理規則」とい

う。）第７条の６第３項

の規定によるものとし、

以下の規程を基として

個々の事案毎に判断す

る。 

○核燃料施設溶接方法認

可通達 

第４６条

の２第４

項 

輸入した再処理

施設の溶接検査 

基準は、第４６条の２第

５項及び核燃料施設溶接

規則に規定されている。

（※２） 

※６ 

第４６条

の５第１

項 

再処理事業者で

ある法人の合併

及び分割に係る

認可 

基準は、第４６条の５第

２項において準用する第

４４条の２第１項第１号

及び第２号並びに第２項

に規定されている。（※

２） 

※６ 

第４６条

の７第１

項 

再処理事業の指

定の取消し 

基準は、第４６条の７第

１項及び再処理規則第７

条の１５に規定されてい

る。（※３） 
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（※３） 

（略） （略） （略）  

第４９条

第１項 

再処理施設の使

用の停止等 

基準は、第４９条第１項

並びに再処理事業指定基

準規則及び再処理技術基

準規則に規定されてい

る。（※３） 

 

第４９条

第２項 

防護措置に係る

是正措置等の命

令 

基準は、第４９条第２項

及び再処理規則第１６条

の３に規定されている。 

再処理規則第１６条の３

については、原子力規制

委員会が別に定める基準

を基とし、個々の事案ご

とに判断する。 

 

第５０条

第１項 

再処理事業者が

定めた保安規定

の認可 

基準は、第５０条第２項

に規定されている。 

同項第２号については、

再処理施設における保安

規定の審査基準（原管研

発第１３１１２７８号

（平成２５年１１月２７

日原子力規制委員会決

定））を基とし、個々の

３０日 

 

（略） （略） （略）  

第４９条

第１項 

再処理施設の使

用の停止等 

基準は、第４９条第１

項、再処理事業指定基準

規則及び再処理性能基準

規則によるものとする。 

 

 

第４９条

第２項 

防護措置に係る

是正措置等の命

令 

基準は、第４９条第２項

及び再処理規則第１６条

の３に規定されている。

再処理規則第１６条の３

については、原子力規制

委員会が別に定める基準

を基とし、個々の事案毎

に判断する。 

 

第５０条

第１項 

再処理事業者の

保安規定の認可 

基準は、第５０条第２項

に規定されている。 

同項については、「再処

理施設における保安規定

の審査基準」（原管研発

第１３１１２７８号（平

成２５年１１月２７日原

子力規制委員会決定））

を基とし、個々の事案毎

３０日 
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事案ごとに判断する。た

だし、核燃料サイクル工

学研究所（再処理施設）

の廃止措置に係る保安規

定の審査については、同

審査基準によらない。 

再処理事業者が

定めた保安規定

の変更の認可 

同上 ３０日 

第５０条

第３項 

再処理事業者が

定めた保安規定

の変更命令 

基準は、第５０条第３項

に規定されている。（※

３） 

 

（略） （略） （略）  

第５０条

の３第１

項 

再処理事業者が

定めた核物質防 

護規定の認可 

基準は、第５０条の３第

２項において読み替えて

準用する第１２条の２第

２項及び再処理規則第１

６条の３に規定されてい

る。 

再処理規則第１６条の３

については、原子力規制

委員会が別に定める基準

を基とし、個々の事案ご

とに判断する。 

９０日 

に判断する。ただし、核

燃料サイクル工学研究所

（再処理施設）の廃止措

置に係る保安規定の審査

については、同審査基準

によらない。 

再処理事業者の

保安規定の変更

の認可 

同上 ３０日 

第５０条

第３項 

再処理事業者の

保安規定の変更

命令 

基準は、第５０条第３項

に規定されている。（※

３） 

 

（略） （略） （略）  

第５０条

の３第１

項 

再処理事業者が

定めた核物質防 

護規定の認可 

基準は、第５０条の３第

２項において準用する第

１２条の２第２項及び再

処理規則第１６条の３に

規定されている。再処理

規則第１６条の３につい

ては、原子力規制委員会

が別に定める基準を基と

し、個々の事案毎に判断

する。 

 

９０日 
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（略） （略） （略） 

第５０条

の３第２

項 

再処理事業者が

定めた核物質防

護規定の変更命

令 

基準は、第５０条の３第

２項において読み替えて

準用する第１２条の２第

３項及び再処理規則第１

６条の３に規定されてい

る。 

再処理規則第１６条の３

については、原子力規制

委員会が別に定める基準

を基とし、個々の事案ご

とに判断する。 

 

第５０条

の４第２

項 

核物質防護管理

者の解任命令 

基準は、第５０条の４第

２項において読み替えて

準用する第１２条の５に

規定されている。（※

３） 

 

（略） （略） （略）  

第５０条

の５第２

項 

廃止措置計画の

認可 

基準は、第５０条の５第

３項において読み替えて

準用する第１２条の６第

４項及び再処理規則第１

９条の８に規定されてい

る。（※２） 

※６ 

（略） （略） （略） 

第５０条

の３第２

項 

再処理事業者が

定めた核物質防

護規定の変更命

令 

基準は、第５０条の３第

２項において準用する第

１２条の２第３項及び再

処理規則第１６条の３に

規定されている。再処理

規則第１６条の３につい

ては、原子力規制委員会

が別に定める基準を基と

し、個々の事案毎に判断

する。 

 

 

第５０条

の４第２

項 

核物質防護管理

者の解任命令 

基準は、第５０条の４第

２項において準用する第

１２条の５に規定されて

いる。（※３） 

 

 

（略） （略） （略）  

第５０条

の５第２

項 

廃止措置計画の

認可 

基準は、第５０条の５第

３項において準用する第

１２条の６第４項及び再

処理規則第１９条の８に

規定されている。（※

２） 

※６ 



92 

第５０条

の５第３

項におい

て読み替

えて準用

する第１

２条の６

第３項 

廃止措置計画の

変更の認可 

同上 ※６ 

第５０条

の５第３

項におい

て読み替

えて準用

する第１

２条の６

第７項 

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

止のための措置

等の命令 

基準は、第５０条の５第

３項において読み替えて

準用する第１２条の６第

７項に規定されている。

（※３） 

 

第５０条

の５第３

項におい

て準用す

る第１２

条の６第

８項 

廃止措置の終了

の確認 

基準は、第５０条の５第

３項において準用する第

１２条の６第８項及び再

処理規則第１９条の１０

に規定されている。（※

２） 

※６ 

第５１条

第２項 

指定の取消し等

に伴う廃止措置

基準は、第５１条第４項

において読み替えて準用

※６ 

第５０条

の５第３

項におい

て準用す

る第１２

条の６第

３項 

 

廃止措置計画の

変更の認可 

同上 ※６ 

第５０条

の５第３

項におい

て準用す

る第１２

条の６第

７項 

 

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

止のための措置

等の命令 

基準は、第５０条の５第

３項において準用する第

１２条の６第７項に規定

されている。（※３） 

 

第５０条

の５第３

項におい

て準用す

る第１２

条の６第

８項 

廃止措置の終了

確認 

基準は、第５０条の５第

３項において準用する第

１２条の６第８項及び再

処理規則第１９条の１０

に規定されている。（※

２） 

※６ 

第５１条

第２項 

指定の取消し等

に伴う廃止措置

基準は、第５１条第４項

において準用する第１２

※６ 
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計画の認可 する第１２条の７第５項

及び再処理規則第１９条

の８に規定されている。

（※２） 

第５１条

第４項に

おいて読

み替えて

準用する

第１２条

の７第４

項 

指定の取消し等

に伴う廃止措置

計画の変更の認

可 

同上 ※６ 

第５１条

第４項に

おいて読

み替えて

準用する

第１２条

の７第８

項 

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

止のための措置 

等の命令 

基準は、第５１条第４項

において読み替えて準用

する第１２条の７第８項

に規定されている。（※

３） 

 

第５１条

第４項に

おいて読

み替えて

準用する

指定の取消し等

に伴う廃止措置

の終了の確認 

基準は、第５１条第４項

において読み替えて準用

する第１２条の７第９項

及び再処理規則第１９条

の１０に規定されてい

※６ 

計画の認可 条の７第５項及び再処理

規則第１９条の８に規定

されている。（※２） 

 

第５１条

第４項に

おいて準

用する第

１２条の

７第４項 

 

 

指定の取消し等

に伴う廃止措置

計画の変更の認

可 

同上 ※６ 

第５１条

第４項に

おいて準

用する第

１２条の

７第８項 

 

 

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

止のための措置 

等の命令 

基準は、第５０条の５第

３項において準用する第

１２条の７第８項に規定

されている。（※３） 

 

第５１条

第４項に

おいて準

用する第

１２条の

指定の取消し等

に伴う廃止措置

の終了確認 

基準は、第５１条第４項

において準用する第１２

条の７第９項及び再処理

規則第１９条の１０に規

定されている。（※２） 

※６ 
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第１２条

の７第９

項 

る。（※２） 

【廃棄の規制】 

第５１条

の２第１

項 

廃棄事業（第二

種廃棄物埋設施

設及び廃棄物管

理施設に係るも

のに限る。）の許

可 

基準は、第５１条の３各

号の規定並びに第二種廃

棄物埋設施設の位置、構

造及び設備の基準に関す

る規則（平成２５年原子

力規制委員会規則第３０

号）、廃棄物管理施設の

位置、構造及び設備の基

準に関する規則（平成２

５年原子力規制委員会規

則第３１号。以下「管理

事業許可基準規則」とい

う。）及び品質管理基準

規則によるものとし、以

下の規程を基として個々

の事案ごとに判断する。 

 

○原子力事業者の技術的

能力に関する審査指針 

 

※６ 

７第９項 

 

 

【廃棄の規制】 

第５１条

の２第１

項 

廃棄事業の許可 当該審査基準は、第５１

条の３各号の規定並びに

「第二種廃棄物埋設施設

の位置、構造及び設備の

基準に関する規則」（平

成２５年原子力規制委員

会規則第３０号）及び

「廃棄物管理施設の位

置、構造及び設備の基準

に関する規則」（平成２

５年原子力規制委員会規

則第３１号。以下「管理

事業許可基準規則」とい

う。）によるものとし、

以下の規程を基として

個々の事案毎に判断す

る。 

○原子力事業者の技術的

能力に関する審査指針

（平成１６年５月２７

※６ 
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〇第二種廃棄物埋設施設

の位置、構造及び設備

の基準に関する規則の

解釈（原管廃発第１３

１１２７７号（平成２

５年１１月２７日原子

力規制委員会決定）） 

 

○廃棄物管理施設の位

置、構造及び設備の基

準に関する規則の解釈

（原管廃発第１３１１

２７１０号（平成２５

年１１月２７日原子力

規制委員会決定）） 

○品質管理基準解釈 

第５１条

の５第１

項 

廃棄事業（第二

種廃棄物埋設施

設及び廃棄物管

理施設に係るも

のに限る。）の変

更の許可 

同上 ※６ 

（略） （略） （略） （略） 

日、原子力安全委員会

決定） 

〇「第二種廃棄物埋設施

設の位置、構造及び設

備の基準に関する規則

の解釈」（原管廃発第

１３１１２７７号（平

成２５年１１月２７日

原子力規制委員会決

定）） 

○「廃棄物管理施設の位

置、構造及び設備の基

準に関する規則の解

釈」（原管廃発第１３

１１２７１０号（平成

２５年１１月２７日原

子力規制委員会決

定）） 

第５１条

の５第１

項 

廃棄事業の変更

の許可 

 

 

 

 

同上 ※６ 

（略） （略） （略） （略） 



96 

第５１条

の６第２

項 

放射性廃棄物等

に係る廃棄物埋

設に関する確認 

基準は、第５１条の６第

２項並びに第一種埋設規

則第１２条及び第二種埋

設規則第８条に規定され

ている。（※２） 

※６ 

第５１条

の７第１

項 

特定第一種廃棄

物埋設施設又は

特定廃棄物管理

施設の設計及び

工事の計画の認

可 

基準は、第５１条の７第

３項に規定されている。 

同項第２号については、

特定第一種廃棄物埋設施

設又は特定廃棄物管理施

設の技術基準に関する規

則（令和 年原子力規制

委員会規則第 号。以下

「廃棄物技術基準規則」

という。）及び核原料物

質又は核燃料物質の製錬

の事業に関する規則等の

規定に基づく線量限度等

を定める告示によるもの

とし、以下の規程を基と

して個々の事案ごとに判

断する。 

 

 

 

※６ 

第５１条

の６第２

項 

廃棄体等に係る

廃棄物埋設に関

する確認 

基準は、第５１条の６第

２項並びに第一種埋設規

則第１２条及び第二種埋

設規則第８条に規定され

ている。（※２） 

※６ 

第５１条

の７第１

項 

特定廃棄物埋設

施設又は特定廃

棄物管理施設の

設計及び工事の

方法の認可 

基準は、第５１条の７第

３項に規定されている。 

同項第２号については、

「特定廃棄物埋設施設又

は特定廃棄物管理施設の

設計及び工事の方法の技

術基準に関する規則」

（平成４年総理府令第４

号）及び「核燃料物質の

加工の事業に関する規則

等の規定に基づき、線量

限度等を定める告示」に

規定されている。同項第

３号においては、「特定

廃棄物管理施設に係る廃

棄物管理事業者の設計及

び工事に係る品質管理の

方法及びその検査のため

の組織の技術基準に関す

る規則」（平成２５年原

※６ 
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○特定第一種廃棄物埋設

施設又は特定廃棄物管

理施設の技術基準に関

する規則の解釈（番号

（令和 年 月 日原

子力規制委員会決

定）。以下「廃棄物技

術基準解釈」とい

う。） 

 

 

特定第一種廃棄

物埋設施設又は

特定廃棄物管理

施設の変更に係

る設計及び工事

の計画の認可 

同上 ※６ 

第５１条

の７第２

項 

特定第一種廃棄

物埋設施設又は

特定廃棄物管理

同上 ※６ 

子力規制委員会規則第３

２号）によるものとし、

以下の規程を基として

個々の事案毎に判断す

る。 

○特定廃棄物管理施設に

係る廃棄物管理事業者

の設計及び工事に係る

品質管理の方法及びそ

の検査のための組織の

技術基準に関する規則

の解釈（原管廃発第１

３１１２７１１号（平

成２５年１１月２７日

原子力規制委員会決

定）） 

特定廃棄物埋設

施設又は特定廃

棄物管理施設の

変更に係る設計

及び工事の方法

の認可 

同上 ※６ 

第５１条

の７第２

項 

特定廃棄物埋設

施設又は特定廃

棄物管理施設に

同上 ※６ 
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施設に係る設計

及び工事の計画

の変更の認可 

第５１条

の８第３

項 

特定第一種廃棄

物埋設施設又は

特定廃棄物管理

施設の使用前事

業者検査に関す

る確認 

基準は、第５１条の８第

２項に規定されている。 

同項第２号については、

廃棄物技術基準規則及び

核原料物質又は核燃料物

質の製錬の事業に関する

規則等の規定に基づく線

量限度等を定める告示に

よるものとし、以下の規

程を基として個々の事案

ごとに判断する。 

○廃棄物技術基準解釈 

 

確認終了

後３０日 

（削除） 

 

 

 

 

（削除） （削除） 

（削除） （削除） 

 

 

 

（削除） （削除） 

係る設計及び工

事の方法の変更

の認可 

第５１条

の８第１

項 

特定廃棄物埋設

施設又は特定廃

棄物管理施設の

使用前検査 

基準は、第５１条の８第

２項に規定されている。 

同項第２号については、

「特定廃棄物埋設施設又

は特定廃棄物管理施設の

性能に係る技術基準に関

する規則」（平成２５年

原子力規制委員会規則第

３３号）及び「核燃料物

質の加工の事業に関する

規則等の規定に基づき、

線量限度等を定める告

示」に規定されている。 

検査終了

後３０日 

特定廃棄物埋設

施設又は特定廃

棄物管理施設の

変更に係る使用

前検査 

同上 検査終了

後３０日 

第５１条

の９第１

項 

特定廃棄物埋設

施設又は特定廃

棄物管理施設の

溶接検査 

基準は、第５１条の９第

３項及び核燃料施設溶接

規則に規定されている。

（※２） 

※６ 
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（削除） （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） （削除） 

（削除） （削除） 

 

 

 

 

（削除） （削除） 

第５１条

の１２第

１項 

廃棄事業者であ

る法人の合併及

び分割に係る認

可 

基準は、第５１条の１２

第２項において準用する

第５１条の３第１号及び

第３号に規定されてい

る。（※２） 

 

第５１条

の１４第

１項 

廃棄事業の許可

の取消し 

基準は、第５１条の１４

第１項並びに第一種埋設

規則第４３条、第二種埋

 

第５１条

の９第２

項 

特定廃棄物埋設

施設又は特定廃

棄物管理施設の

溶接の方法の認

可 

基準は、第一種埋設規則

第２９条第３項及び管理

規則第１５条第３項の規

定によるものとし、原則

として以下の規程に基づ

き個々の事案毎に判断す

る。 

○特定廃棄物管理施設の

溶接の方法の認可につ

いて（平成２４年４月

３日、平成２４・０

３・２６原院第１号） 

３０日 

第５１条

の９第４

項 

輸入した特定廃

棄物埋設施設又

は特定廃棄物管

理施設の溶接検

査 

基準は、第５１条の９第

５項及び核燃料施設溶接

規則に規定されている。

（※２） 

※６ 

第５１条

の１２第

１項 

廃棄事業者であ

る法人の合併及

び分割に係る認

可 

基準は、第５１条の１２

第２項において準用する

第５１条の３第１号に規

定されている。（※２） 

 

 

第５１条

の１４第

１項 

廃棄事業の許可

の取消し 

基準は、第５１条の１４

第１項並びに第一種埋設

規則第４３条、第二種埋
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設規則第１２条及び核燃

料物質又は核燃料物質に

よつて汚染された物の廃

棄物管理の事業に関する

規則（昭和６３年総理府

令第４７号。以下「管理

規則」という。）第２５

条に規定されている。

（※３） 

（略） （略） （略）  

第５１条

の１７第

１項 

特定第一種廃棄

物埋設施設の使

用の停止等 

基準は、第５１条の１７

第１項及び廃棄物技術基

準規則に規定されてい

る。（※３） 

 

 

 

特定廃棄物管理

施設の使用の停

止等 

基準は、第５１条の１７

第１項並びに管理事業許

可基準規則及び廃棄物技

術基準規則に規定されて

いる。（※３） 

 

 

 

設規則第１２条及び管理

規則第２５条に規定され

ている。（※３） 

 

 

 

 

 

 

（略） （略） （略）  

第５１条

の１７第

１項 

特定廃棄物埋設

施設の使用の停

止等 

基準は、第５１条の１７

第１項及び特定廃棄物埋

設施設又は特定廃棄物管

理施設の性能に係る技術

基準に関する規則に規定

されている。（※３） 

 

特定廃棄物管理

施設の使用の停

止等 

基準は、第５１条の１７

第１項、管理事業許可基

準規則及び特定廃棄物埋

設施設又は特定廃棄物管

理施設の性能に係る技術

基準に関する規則に規定

されている。（※３） 
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第５１条

の１７第

２項 

防護措置に係る

是正措置等の命

令 

基準は、第５１条の１７

第２項並びに第一種埋設

規則第６２条、第二種埋

設規則第１９条の３及び

管理規則第３３条の３に

規定されている。 

第一種埋設規則第６２

条、第二種埋設規則第１

９条の３及び管理規則第

３３条の３については、

原子力規制委員会が別に

定める基準を基とし、

個々の事案ごとに判断す

る。 

 

第５１条

の１８第

１項 

廃棄事業者（第

二種廃棄物埋設

事業者及び廃棄

物管理事業者に

限る。）が定めた

保安規定の認可 

基準は、第５１条の１８

第２項に規定されてい

る。 

同項第２号については、

第二種廃棄物埋設事業に

係る廃棄物埋設施設にお

ける保安規定の審査基準

（原管廃発第１３１１２

７８号（平成２５年１１

月２７日原子力規制委員

会決定））又は廃棄物管

３０日 

第５１条

の１７第

２項 

防護措置に係る

是正措置等の命

令 

基準は、第５１条の１７

第２項並びに第一種埋設

規則第６２条、第二種埋

設規則第１９条の３及び

管理規則第３３条の３に

規定されている。第一種

埋設規則第６２条、第二

種埋設規則第１９条の３

及び管理規則第３３条の

３については、原子力規

制委員会が別に定める基

準を基とし、個々の事案

毎に判断する。 

 

 

第５１条

の１８第

１項 

廃棄事業者が定

めた保安規定の

認可 

基準は、第５１条の１８

第２項に規定されてい

る。 

同項については、「第二

種廃棄物埋設事業に係る

廃棄物埋設施設における

保安規定の審査基準」

（原管廃発第１３１１２

７８号（平成２５年１１

月２７日原子力規制委員

会決定））又は「廃棄物

３０日 
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理施設における保安規定

の審査基準（原管廃発第

１３１１２７１２号（平

成２５年１１月２７日原

子力規制委員会決定）を

基とし、個々の事案ごと

に判断する。 

廃棄事業者（第

二種廃棄物埋設

事業者及び廃棄

物管理事業者に

限る。）が定めた

保安規定の変更

の認可 

同上 ３０日

（第二種

埋設規則

第２０条

第１項第

６号に掲

げる事項

の変更の

認可につ

いては、

※６） 

第５１条

の１８第

３項 

廃棄事業者（第

二種廃棄物埋設

事業者及び廃棄

物管理事業者に

限る。）が定めた

保安規定の変更

命令 

基準は、第５１条の１８

第３項に規定されてい

る。（※３） 

 

管理施設における保安規

定の審査基準」（原管廃

発第１３１１２７１２号

（平成２５年１１月２７

日）を基とし、個々の事

案毎に判断する。 

 

廃棄事業者が定

めた保安規定の

変更の認可 

同上 ３０日

（第二種

埋設規則

第２０条

第１項第

７号に掲

げる事項

の変更の

認可につ

いては、

※６） 

第５１条

の１８第

３項 

廃棄事業者が定

めた保安規定の

変更命令 

 

 

 

 

基準は、第５１条の１８

第３項に規定されてい

る。（※３） 
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第５１条

の１９第

１項 

廃棄物埋設地の

譲受けの許可 

基準は、第５１条の１９

第２項において準用する

第５１条の３に規定され

ている。（※２） 

※６ 

（略） （略） （略）  

第５１条

の２３第

１項 

廃棄事業者が定

めた核物質防護

規定の認可 

基準は、第５１条の２３

第２項において読み替え

て準用する第１２条の２

第２項並びに第一種埋設

規則第６２条、第二種埋

設規則第１９条の３及び

管理規則第３３条の３に

規定されている。 

第一種埋設規則第６２

条、第二種埋設規則第１

９条の３及び管理規則第

３３条の３については、

原子力規制委員会が別に

定める基準を基とし、

個々の事案ごとに判断す

る。 

９０日 

（略） （略） （略） 

第５１条

の２３第

廃棄事業者が定

めた核物質防護

基準は、第５１条の２３

第２項において読み替え

 

第５１条

の１９第

１項 

廃棄物埋設地の

譲受けの許可 

基準は、第５１条の１９

第２項において準用する

第５１条の３に規定され

ている。（※２） 

（新設） 

（略） （略） （略）  

第５１条

の２３第

１項 

廃棄事業者が定

めた核物質防護

規定の認可 

基準は、第５１条の２３

第２項において準用する

第１２条の２第２項並び

に第一種埋設規則第６２

条、第二種埋設規則第１

９条の３及び管理規則第

３３条の３に規定されて

いる。第一種埋設規則第

６２条、第二種埋設規則

第１９条の３及び管理規

則第３３条の３について

は、原子力規制委員会が

別に定める基準を基と

し、個々の事案毎に判断

する。 

 

９０日 

（略） （略） （略） 

第５１条

の２３第

廃棄事業者が定

めた核物質防護

基準は、第５１条の２３

第２項において準用する
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２項 規定の変更命令 て準用する第１２条の２

第３項並びに第一種埋設

規則第６２条、第二種埋

設規則第１９条の３及び

管理規則第３３条の３に

規定されている。 

第一種埋設規則第６２

条、第二種埋設規則第１

９条の３及び管理規則第

３３条の３については、

原子力規制委員会が別に

定める基準を基とし、

個々の事案ごとに判断す

る。 

第５１条

の２４第

２項 

核物質防護管理

者の解任命令 

基準は、第５１条の２４

第２項において読み替え

て準用する第１２条の５

に規定されている。（※

３） 

 

第５１条

の２４の

２第１項 

閉鎖措置計画の

認可 

基準は、第５１条の２４

の２第３項において読み

替えて準用する第１２条

の６第４項及び第一種埋

設規則第７７条に規定さ

れている。 

※６ 

２項 規定の変更命令 第１２条の２第３項並び

に第一種埋設規則第６２

条、第二種埋設規則第１

９条の３及び管理規則第

３３条の３に規定されて

いる。第一種埋設規則第

６２条、第二種埋設規則

第１９条の３及び管理規

則第３３条の３について

は、原子力規制委員会が

別に定める基準を基と

し、個々の事案毎に判断

する。 

 

第５１条

の２４第

２項 

核物質防護管理

者の解任命令 

基準は、第５１条の２４

第２項において準用する

第１２条の５に規定され

ている。（※３） 

 

 

第５１条

の２４の

２第１項 

閉鎖措置計画の

認可 

基準は、第５１条の２４

の２第３項において準用

する第１２条の６第４項

及び第一種埋設規則第７

７条に規定されている。 

 

（新設） 
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第５１条

の２４の

２第２項 

閉鎖措置の確認 基準は、第５１条の２４

の２第２項に規定されて

いる。（※２） 

※６ 

第５１条

の２４の

２第３項

において

読み替え

て準用す

る第１２

条の６第

３項 

閉鎖措置計画の

変更の認可 

基準は、第５１条の２４

の２第３項において読み

替えて準用する第１２条

の６第４項及び第一種埋

設規則第７７条に規定さ

れている。（※２） 

 

第５１条

の２４の

２第３項

において

読み替え

て準用す

る第１２

条の６第

７項 

核燃料物質又は

核燃料物質によ

つて汚染された

物による災害防

止のための措置

等の命令 

基準は、第５１条の２４

の２第３項において読み

替えて準用する第１２条

の６第７項に規定されて

いる。（※３） 

 

第５１条

の２５第

２項 

廃止措置計画の

認可 

基準は、第５１条の２５

第３項において読み替え

て準用する第１２条の６

第４項並びに第一種埋設

※６ 

第５１条

の２４の

２第２項 

閉鎖措置の確認 基準は、第５１条の２４

の２第２項に規定されて

いる。（※２） 

（新設） 

第５１条

の２４の

２第３項

において

準用する

第１２条

の６第３

項 

 

閉鎖措置計画の

変更の認可 

基準は、第５１条の２４

の２第３項において準用

する第１２条の６第４項

及び第一種埋設規則第７

７条に規定されている。

（※２） 

 

第５１条

の２４の

２第３項

において

準用する

第１２条

の６第７

項 

 

核燃料物質又は

核燃料物質によ

つて汚染された

物による災害防

止上のための措

置等の命令 

基準は、第５１条の２４

の２第３項において準用

する第１２条の６第７項

に規定されている。 

 

第５１条

の２５第

２項 

廃止措置計画の

認可 

基準は、第５１条の２５

第３項において準用する

第１２条の６第４項並び

に第一種埋設規則第８２

※６ 
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規則第８２条、第二種埋

設規則第２２条の１０及

び管理規則第３５条の９

に規定されている。（※

２） 

第５１条

の２５第

３項にお

いて読み

替えて準

用する第

１２条の

６第３項 

廃止措置計画の

変更の認可 

同上 ※６ 

第５１条

の２５第

３項にお

いて読み

替えて準

用する第

１２条の

６第７項 

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

止のための措置

等の命令 

基準は、第５１条の２５

第３項において読み替え

て準用する第１２条の６

第７項に規定されてい

る。（※３） 

 

第５１条

の２５第

３項にお

いて準用

廃止措置の終了

の確認 

基準は、第５１条の２５

第３項において準用する

第１２条の６第８項並び

に第一種埋設規則第８４

※６ 

条、第二種埋設規則第２

２条の１０及び管理規則

第３５条の９に規定され

ている。（※２） 

 

第５１条

の２５第

３項にお

いて準用

する第１

２条の６

第３項 

 

廃止措置計画の

変更の認可 

同上 ※６ 

第５１条

の２５第

３項にお

いて準用

する第１

２条の６

第７項 

 

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

止のための措置

等の命令 

基準は、第５１条の２５

第３項において準用する

第１２条の６第７項に規

定されている。（※３） 

 

第５１条

の２５第

３項にお

いて準用

廃止措置の終了

確認 

基準は、第５１条の２５

第３項において準用する

第１２条の６第８項並び

に第一種埋設規則第８４

（新設） 
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する第１

２条の６

第８項 

条、第二種埋設規則第２

２条の１２及び管理規則

第３５条の１１に規定さ

れている。（※２） 

第５１条

の２６第

２項 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

計画の認可 

基準は、第５１条の２６

第４項において読み替え

て準用する第１２条の７

第５項並びに第一種埋設

規則第８２条、第二種埋

設規則第２２条の１０及

び管理規則第３５条の９

に規定されている。（※

２） 

※６ 

第５１条

の２６第

４項にお

いて読み

替えて準

用する第

１２条の

７第４項 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

計画の変更の認

可 

同上 ※６ 

第５１条

の２６第

４項にお

いて読み

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

基準は、第５１条の２６

第４項において読み替え

て準用する第１２条の７

第８項に規定されてい

 

する第１

２条の６

第８項 

条、第二種埋設規則第２

２条の１２及び管理規則

第３５条の１１に規定さ

れている。（※３） 

第５１条

の２６第

２項 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

計画の認可 

基準は、第５１条の２６

第４項において準用する

第１２条の７第５項並び

に第一種埋設規則第８２

条、第二種埋設規則第２

２条の１０及び管理規則

第３５条の９に規定され

ている。（※３） 

 

※６ 

第５１条

の２６第

４項にお

いて準用

する第１

２条の７

第４項 

 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

計画の変更の認

可 

同上 ※６ 

第５１条

の２６第

４項にお

いて準用

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

基準は、第５１条の２６

第４項において準用する

第１２条の７第８項に規

定されている。（※３） 
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替えて準

用する第

１２条の

７第８項 

止のための措置

等の命令 

る。（※３） 

第５１条

の２６第

４項にお

いて読み

替えて準

用する第

１２条の

７第９項 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

の終了の確認 

基準は、第５１条の２６

第４項において読み替え

て準用する第１２条の７

第９項並びに第一種埋設

規則第８４条、第二種埋

設規則第２２条の１２及

び管理規則第３５条の１

１に規定されている。

（※２） 

※６ 

第５１条

の２９第

１項 

土地の掘削の許

可 

基準は、第５１条の２９

第２項及び指定廃棄物埋

設区域における土地の掘

削の許可等に関する規則

（平成３０年原子力規制

委員会規則第１０号）第

３条に規定されている。

（※２） 

※６ 

第５１条

の３０ 

土地の掘削の中

止命令等 

基準は、第５１条の３０

に規定されている。（※

３） 

 

する第１

２条の７

第８項 

 

止のための措置

等の命令 

第５１条

の２６第

４項にお

いて準用

する第１

２条の７

第９項 

 

 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

の終了確認 

基準は、第５１条の２６

第４項において準用する

第１２条の７第９項並び

に第一種埋設規則第８４

条、第二種埋設規則第２

２条の１２及び管理規則

第３５条の１１に規定さ

れている。（※２） 

※６ 

（新設） （新設） （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

（新設） （新設） （新設）  
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【核燃料物質の使用に関する規制】 

第５２条

第１項 

核燃料物質の使

用の許可 

基準は、第５３条各号の

規定並びに使用施設等の

位置、構造及び設備の基

準に関する規則（平成２

５年原子力規制委員会規

則第３４号）及び品質管

理基準規則によるものと

し、以下の規程を基とし

て個々の事案ごとに判断

する。 

 

 

○使用施設等の位置、構

造及び設備の基準に関

する規則の解釈（原規

研発第１３１１２７４

号（平成２５年１１月

２７日原子力規制委員

会決定）） 

○品質管理基準解釈 

 

令第４１

条に該当

するもの

は※６、

それ以外

は９０日

間 

【核燃料物質の使用に関する規制】 

第５２条

第１項 

核燃料物質の使

用の許可 

基準は、第５３条に規定

されている。 

同条第１項第２号につい

ては、「使用施設等の位

置、構造及び設備の基準

に関する規則（平成２５

年原子力規制委員会規則

第３４号。以下「使用許

可基準規則」という。）、

以下の規程を基として

個々の事案毎に判断す

る。 

○「使用施設等の位置、

構造及び設備の基準に

関する規則の解釈」

（原規研発第１３１１

２７４号（平成２５年

１１月２７日原子力規

制委員会決定）。以下

「使用許可基準解釈」

という。） 

核原料物

質、核燃

料物質及

び原子炉

の規制に

関する法

律施行令

第４１条

に該当す

るものは

※６、そ

れ以外は

９０日間 
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第５５条

第１項 

核燃料物質の使

用の変更の許可 

同上 令第４１

条に該当

するもの

は※６、

それ以外

は９０日

間 

 

 

 

 

 

 

第５５条

の２第３

項 

核燃料物質の使

用施設等の使用

前検査に関する

確認 

基準は、第５５条の２第

２項に規定されている。 

同項第２号については、

使用施設等の技術基準に

関する規則（令和 年原

子力規制委員会規則第 

号）及び核原料物質又は

核燃料物質の製錬の事業

に関する規則等の規定に

基づく線量限度等を定め

る告示によるものとし、

以下の規程を基として

確認終了

後３０日

間 

第５５条 核燃料物質の使

用の変更の許可 

基準は、第５５条第３項

において準用される第５

３条に規定されている。 

同条第１項第２号につい

ては、「使用許可基準規

則」によるものとし、以

下の規程を基として個々

の事案毎に判断する。 

○使用許可基準解釈 

核原料物

質、核燃

料物質及

び原子炉

の規制に

関する法

律施行令

第４１条

に該当す

るものは

※６、そ

れ以外は

９０日間 

第５５条

の２第１

項 

核燃料物質の使

用施設等の施設

検査 

基準は、第５５条の２第

２項核燃料物質の使用等

に関する規則（昭和３２

年総理府令第８４号。以

下「燃料使用規則」とい

う。）第２条の５及び

「試験研究の用に供する

原子炉等の設置、運転等

に関する規則等の規定に

基づき、線量限度等を定

める告示」に規定されて

いる。（※２） 

検査終了

後３０日

間 
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個々の事案ごとに判断す

る。 

○使用施設等の技術基準

に関する規則の解釈

（番号（令和 年 月 

日原子力規制委員会決

定）） 

（削除） 

 

 

（削除） （削除） 

（削除） （削除） （削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

第５５条

の３第１

項 

核燃料物質の使

用者である法人

の合併及び分割

に係る認可 

基準は、第５５条の３第

２項において準用する第

５３条第１号、第３号及

び第４号に規定されてい

る。（※２） 

６０日間 

（略） （略） （略）  

第５６条

の４第１

使用施設等の使

用の停止等 

基準は、第５６条の４第

１項及び核燃料物質の使

 

 

 

 

 

 

 

 

核燃料物質の使

用施設等の変更

に係る施設検査 

同上 検査終了

後３０日

間 

第５５条

の３第１

項 

核燃料物質の使

用施設等の溶接

検査 

基準は、第５５条の３第

２項及び使用施設等の溶

接の技術基準に関する規

則（昭和６１年総理府令

第７３号）に規定されて

いる。（※２） 

検査終了

後３０日

間 

第５５条

の４第１

項 

核燃料物質の使

用者である法人

の合併及び分割

に係る認可 

基準は、第５５条の４第

２項において準用される

第５３条第１号及び第３

号に規定されている。

（※２） 

６０日間 

（略） （略） （略）  

第５６条

の４第１

使用施設等の使

用の停止等 

基準は、第５６条の４第

１項及び燃料使用規則に
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項 用等に関する規則（昭和

３２年総理府令第８４

号。以下「燃料使用規

則」という。）に規定さ

れている。（※３） 

第５６条

の４第２

項 

防護措置に係る

是正措置等の命

令 

 

基準は、第５６条の４第

２項及び燃料使用規則第

２条の１１の１３に規定

されている。 

燃料使用規則第２条の１

１の１３については、原

子力規制委員会が別に定

める基準を基とし、個々

の事案ごとに判断する。 

 

第５７条

第１項 

核燃料物質の使

用者が定めた保

安規定の認可 

基準は、第５７条第２項

に規定されている。 

同項第２号については、

使用施設等における保安

規定の審査基準（原規研

発第１３１１２７５号

（平成２５年１１月２７

日原子力規制委員会決

定））を基とし、個々の

事案ごとに判断する。 

９０日間 

項 よるものとする。（※

３） 

 

 

 

第５６条

の４第２

項 

防護措置に係る

是正措置等の命

令 

 

基準は、第５６条の４第

２項及び燃料使用規則第

２条１１の１０に規定さ

れている。燃料使用規則

第２条１１の１０につい

ては、原子力規制委員会

が別に定める基準を基と

し、個々の事案毎に判断

する。 

 

第５７条

第１項 

核燃料物質の使

用者の保安規定

の認可 

基準は、第５７条第２項

に規定されている。 

同項については、「使用

施設等における保安規定

の審査基準」（原規研発

第１３１１２７５号（平

成２５年１１月２７日原

子力規制委員会決定））

を基とし、個々の事案毎

に判断する。 

９０日間 
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核燃料物質の使

用者が定めた保

安規定の変更の

認可 

同上 ６０日間 

（略） （略） （略）  

第５７条

の２第１

項 

核燃料物質の使

用者が定めた核

物質防護規定の

認可 

基準は、第５７条の２第

２項において読み替えて

準用する第１２条の２第

２項及び燃料使用規則第

２条の１１の１３に規定

されている。 

燃料使用規則第２条の１

１の１３については、原

子力規制委員会が別に定

める基準を基とし、個々

の事案ごとに判断する。 

９０日 

（略） （略） （略） 

第５７条

の２第２

項 

核燃料物質の使

用者が定めた核

物質防護規定の

変更の命令 

基準は、第５７条の２第

２項において読み替えて

準用する第１２条の２第

３項及び燃料使用規則第

２条の１１の１３に規定

されている。 

燃料使用規則第２条の１

 

核燃料物質の使

用者の保安規定

の変更の認可 

 

同上 ６０日間 

（略） （略） （略）  

第５７条

の２第１

項 

核燃料物質の使

用者が定めた核

物質防護規定の

認可 

基準は、第５７条の２第

２項において準用する第

１２条の２第２項及び燃

料使用規則第２条の１１

の１０に規定されてい

る。燃料使用規則第２条

の１１の１０について

は、原子力規制委員会が

別に定める基準を基と

し、個々の事案毎に判断

する。 

９０日 

（略） （略） （略） 

第５７条

の２第２

項 

核燃料物質の使

用者が定めた核

物質防護規定の

変更の命令 

基準は、第５７条の２第

２項において準用する第

１２条の２第３項及び燃

料使用規則第２条１１の

１０に規定されている。

燃料使用規則第２条１１

の１０については、原子
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１の１３については、原

子力規制委員会が別に定

める基準を基とし、個々

の事案ごとに判断する。 

第５７条

の３第２

項 

核物質防護管理

者の解任命令 

基準は、第５７条の３第

２項において読み替えて

準用する第１２条の５に

規定されている。（※

３） 

 

第５７条

の５第２

項 

廃止措置計画の

認可 

基準は、第５７条の５第

３項において読み替えて

準用する第１２条の６第

４項及び燃料使用規則第

６条の５に規定されてい

る。（※２） 

※６ 

第５７条

の５第３

項におい

て読み替

えて準用

する第１

２条の６

第３項 

廃止措置計画の

変更の認可 

同上 ※６ 

第５７条 核燃料物質又は 基準は、第５７条の５第  

力規制委員会が別に定め

る基準を基とし、個々の

事案毎に判断する。 

 

第５７条

の３第２

項 

核物質防護管理

者の解任命令 

基準は、第５７条の３第

２項において準用する第

１２条の５に規定されて

いる。（※３） 

 

 

第５７条

の６第２

項 

廃止措置に関す

る計画の認可 

基準は、第５７条の６第

３項において準用する第

１２条の６第４項及び燃

料使用規則第６条の５に

規定されている。（※

２） 

※６ 

第５７条

の６第３

項におい

て準用す

る第１２

条の６第

３項 

 

廃止措置に関す

る計画の変更の

認可 

同上 ※６ 

（新設） （新設） （新設）  
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の５第３

項におい

て読み替

えて準用

する第１

２条の６

第７項 

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

止のための措置

等の命令 

３項において読み替えて

準用する第１２条の６第

７項において規定されて

いる。（※３） 

第５７条

の５第３

項におい

て準用す

る第１２

条の６第

８項 

 

廃止措置の終了

の確認 

基準は、第５７条の５第

３項において準用する第

１２条の６第８項及び燃

料使用規則第６条の７に

規定されている。（※

２） 

※６ 

第５７条

の６第２

項 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

計画の認可 

基準は、第５７条の６第

４項において読み替えて

準用する第１２条の７第

５項及び燃料使用規則第

６条の８において読み替

えて準用する燃料使用規

則第６条の５に規定され

ている。（※２） 

※６ 

 

 

 

 

 

 

 

第５７条

の６第３

項におい

て準用す

る第１２

条の６第

８項を準

用 

廃止措置終了の

確認 

基準は、燃料使用規則第

６条の７において規定さ

れている。（※２） 

※６ 

第５７条

の７第２

項 

廃止措置に関す

る計画の認可

（旧使用者等に

係るものに限

る） 

基準は、第５７条の７第

４項において準用する第

１２条の７及び燃料使用

規則第６条の５に規定さ

れている。（※２） 

 

 

 

※６ 
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第５７条

の６第４

項におい

て読み替

えて準用

する第１

２条の７

第４項 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

計画の変更の認

可 

同上 ※６ 

第５７条

の６第４

項におい

て読み替

えて準用

する第１

２条の７

第８項 

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

止のための措置

等の命令 

基準は、第５７条の６第

４項において読み替えて

準用する第１２条の７第

８項において規定されて

いる。（※３） 

   

第５７条

の６第４

項におい

て読み替

えて準用

する第１

２条の７

第９項 

許可の取消し等

に伴う廃止措置

の終了の確認 

基準は、第５７条の６第

４項において読み替えて

準用する第１２条の７第

９項及び燃料使用規則第

６条の８において読み替

えて準用する燃料使用規

則第６条の７に規定され

ている。（※２） 

※６ 

第５７条

の７第４

項におい

て準用す

る第１２

条の７第

４項を準

用 

廃止措置に関す

る計画の変更の

認可（旧使用者

等に係るものに

限る） 

同上 ※６ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設）  

第５７条

の７第４

項におい

て準用す

る第１２

条の７第

９項を準

用 

廃止措置終了の

確認（旧使用者

等に係るものに

限る） 

基準は、燃料使用規則第

６条の７に規定されてい

る。（※２） 

※６ 
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【核原料物質の使用に関する規制】 

第５７条

の７第５

項 

核原料物質の使

用に係る是正命

令 

基準は、第５７条の７第

５項及び核原料物質の使

用に関する規則（昭和４

３年総理府令第４６号）

第２条に規定されてい

る。（※３） 

 

【原子力事業者等の規制】 

（略） （略） （略） （略） 

第５９条

第２項 

運搬に関する措

置（運搬する物

に関するものに

限る。）の確認 

基準は、第５９条第１項

及び第２項並びに核燃料

物質等の工場又は事業所

の外における運搬に関す

る規則（昭和５３年総理

府令第５７号。以下「外

運搬規則」という。）第

３条から第１７条の２ま

で及び核燃料物質等の工

場又は事業所の外におけ

る運搬に関する技術上の

基準に係る細目等を定め

る告示（平成２年科学技

術庁告示第５号。以下

「外運搬告示」とい

※６ 

（新設） 

第５７条

の８第５

項 

核原料物質の使

用に係る是正命

令 

基準は、第５７条の８第

５項に規定されている。

（※３） 

 

 

 

 

【原子力事業者等の規制】 

（略） （略） （略） （略） 

第５９条

第２項 

運搬に関する措

置（運搬する物

に関するものに

限る）の確認 

基準は、第５９条第１項

及び第２項並びに核燃料

物質等の工場又は事業所

の外における運搬に関す

る規則（昭和５３年総理

府令第５７号。以下「外

運搬規則」という。）第

２条から第１５条まで及

び第１７条に規定されて

いる他、以下の規程によ

る。 

○工場又は事業所の外に

おいて運搬される核燃

料輸送物の確認等に関

する事務手続について

※６ 
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う。）に規定されてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５９条

第３項 

運搬に使用する

容器の承認 

基準は、第５９条第１項

及び第３項並びに外運搬

規則第３条から第１２条

まで及び第１４条並びに

外運搬告示に規定されて

いる。 

 

 

 

 

※６ 

（平成２３年６月１日

付け平成２３・０３・

０７原院第７号。以下

「外運搬確認等事務手

続通達」という。） 

○車両運搬確認申請書、

容器承認申請書及び核

燃料輸送物設計承認申

請書に添付する説明書

の記載要領について

（平成２３年６月１日

付け平成２３・０３・

０７原院第８号。以下

「外運搬確認等記載要

領通達」という。） 

第５９条

第３項 

運搬に使用する

容器の承認 

基準は、第５９条第１項

及び第３項並びに外運搬

規則第２条から第１５条

までに規定されている

他、以下の規程によるも

のとする。 

○外運搬確認等事務手続

通達 

○外運搬確認等記載要領

通達 

※６ 
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第５９条

第４項 

保安及び特定核

燃料物質の防護

のために必要な

措置命令 

基準は、第５９条第１項

及び第４項並びに外運搬

規則第３条から第１５条

までに規定されている。

（※３） 

 

（略） （略） （略） （略） 

第６０条

第２項 

（略） 

 

（略）  

特定核燃料物質

の防護のために

必要な措置命令 

基準は、第６０条第１項

及び第２項並びに核燃料

物質の受託貯蔵に関する

規則第３条に規定されて

いる。（※３） 

 

 

 

（略） （略） （略） （略） 

第６１条

の２第２

項 

放射能濃度の測

定及び評価の方

法の認可（加工

施設（ウラン・

プルトニウム混

合酸化物燃料材

を取り扱うもの

を除く。）、実用

基準は、製錬等放射能濃

度確認規則第６条の規定

によるものとし、以下の

規程を基として個々の事

案ごとに判断する。 

 

○放射能濃度についての

確認を受けようとする

※６ 

第５９条

第４項 

保安及び特定核

燃料物質の防護

のために必要な

措置命令 

基準は、第５９条第１項

及び第４項並びに外運搬

規則第２条から第１５条

まで及び第１７条に規定

されている。（※３） 

 

（略） （略） （略） （略） 

第６０条

第２項 

（略） 

 

（略）  

特定核燃料物質

の防護のために

必要な措置命令 

基準は、第６０条第１項

及び第２項並びに核燃料

物質の受託貯蔵に関する

規則（平成１２年総理府

令第１２５号）第３条に

規定されている。（※

３） 

 

（略） （略） （略） （略） 

第６１条

の２第２

項 

放射能濃度の測

定及び評価の方

法の認可（加工

施設（ウラン・

プルトニウム混

合酸化物燃料材

を取り扱うもの

を除く。）、実用

基準は、製錬等放射能濃

度確認規則第６条の規定

によるものとし、原則と

して以下の規程に基づき

個々の事案毎に判断す

る。 

○放射能濃度についての

確認を受けようとする

※６ 
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発電用原子炉又

は研究開発段階

炉に係るものに

限る。） 

物に含まれる放射性物

質の放射能濃度の測定

及び評価の方法に係る

審査基準（原規規発第

１９０９１１２号（令

和元年９月１１日原子

力規制委員会決定）） 

放射能濃度の測

定及び評価の方

法の認可（試験

炉等放射能濃度

確認規則第１条

に規定する試験

研究炉等設置者

等又は使用者

（旧使用者等を

含む。）に係るも

のに限る。） 

基準は、試験炉等放射能

濃度確認規則第６条の規

定によるものとし、以下

の規程を基として個々の

事案ごとに判断する。 

 

○放射能濃度についての

確認を受けようとする

物に含まれる放射性物

質の放射能濃度の測定

及び評価の方法に係る

審査基準 

 

 

※６ 

【国際規制物資に関する規制】 

（略） （略） （略） （略） 

発電用原子炉又

は研究開発段階

炉に係るものに

限る。） 

物に含まれる放射性物

質の放射能濃度の測定

及び評価の方法に係る

審査基準（令和元年９

月１１日、原規規発第

1909112 号） 

 

放射能濃度の測

定及び評価の方

法の認可（試験

炉等放射能濃度

確認規則第１条

に規定する試験

研究炉等設置者

等又は使用者

（旧使用者等を

含む。）に係るも

のに限る。） 

基準は、試験炉等放射能

濃度確認規則第６条の規

定によるものとし、原則

として以下の規程に基づ

き個々の事案毎に判断す

る。 

○放射能濃度についての

確認を受けようとする

物に含まれる放射性物

質の放射能濃度の測定

及び評価の方法に係る

審査基準（令和元年９

月１１日、原規規発第

1909112 号） 

※６ 

【国際規制物資に関する規制】 

（略） （略） （略） （略） 
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第６１条

の１７第

１項 

 

（削る） 

指定情報処理機

関の事業計画及

び収支予算の認

可 

※７ ３０日間 

指定情報処理機

関の事業計画及

び収支予算の変

更の認可 

同上 ３０日間 

第６１条

の１９ 

指定情報処理機

関の指定の基準

に係る適合命令 

基準は、第６１条の１２

に規定されている。（※

３） 

 

（略） （略） （略） （略） 

第６１条

の２３の

２ 

指定保障措置検

査等実施機関の

指定 

基準は、第６１条の２３

の４並びに国際規制物資

の使用等に関する規則

（昭和３６年総理府令第

５０号。以下「国際規制

物資使用規則」とい

う。）第４条の１０及び

第４条の１１に規定され

ている。（※２） 

※６ 

（略） （略） （略） （略） 

【雑則】 

（略） （略） （略） （略） 

第６１条

の１７第

１項 

指定情報処理機

関の事業計画及

び収支予算の認

可 

※７ ３０日間 

 指定情報処理機

関の事業計画及

び収支予算の変

更の認可 

同上 ３０日間 

第６１条

の１９ 

指定情報処理機

関の業務規定に

係る適合命令 

基準は、第６１条の１２

に規定されている。（※

３） 

 

（略） （略） （略） （略） 

第６１条

の２３の

２ 

指定保障措置検

査等実施機関の

指定 

基準は、第６１条の２３

の４、国際規制物資の使

用等に関する規則（昭和

３６年総理府令第５０

号。以下「国際規制物資

使用規則」という。）第

４条の１０及び第４条の

１１に規定されている。

（※２） 

※６ 

（略） （略） （略） （略） 

【雑則】 

（略） （略） （略） （略） 
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第６４条

の３第６

項 

核燃料物質又は

核燃料物質によ

って汚染された

物による災害防

止のための措置

等の命令 

基準は、第６４条の３第

６項に規定されている。

（※３） 

 

【その他】 

外運搬規

則第２１

条第２項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核燃料輸送物の

設計の承認 

基準は、同規則第３条か

ら第１２条まで及び第１

４条並びに外運搬告示に

規定されている。 

※６ 

（略） （略） （略） （略） 

国際規制

物資使用

規則第４

（削除） 

 

 

（削除）  

（新設） （新設） 

 

 

 

 

 

（新設）  

【その他】 

核燃料物

質等の工

場又は事

業所の外

における

運搬に関

する規則

（昭和５

３年総理

府令第５

７号）第

２１条第

２項 

核燃料輸送物の

設計の承認 

基準は、以下の規程によ

る。 

○外運搬確認等事務手続

通達 

○外運搬確認等記載要領

通達 

※６ 

（略） （略） （略） （略） 

国際規制

物資使用

規則第４

相互流用又は予

備費の使用に係

る承認を要する

※７  
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条の２７

第３項 

 

原子力規制委員

会が指定する経

費の金額に係る

相互流用又は予

備費の使用の承

認 

※７ ３０日間 

国際規制

物資使用

規則第４

条の２８

第１項 

（削除） 

 

 

（削除）  

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

 

※１：当面申請が見込まれないため、具体的な審査基準又は処分基準を

設定しない。 

※２：更に具体的な審査基準を作成することは困難であるため、具体的

な審査基準を設定しない。 

※３：更に具体的な処分基準を作成することは困難であるため、具体的

な処分基準を設定しない。 

※４：旧原子力安全委員会が決定した試験研究用原子炉に関する審査指

針のほか、発電用軽水型原子炉施設に係る指針等を参考にする。 

※５：旧原子力安全委員会が決定した核燃料施設に関する審査指針のほ

か、発電用軽水型原子炉施設に係る指針等を参考にする。 

条の２７

第３項 

経費の指定 

原子力規制委員

会が指定する経

費の金額に係る

相互流用又は予

備費の使用の承

認 

同上 ３０日間 

国際規制

物資使用

規則第４

条の２８

第１項 

繰越しに係る承

認を要する経費

の指定 

同上  

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

 

※１：当面申請が見込まれないため、具体的な審査基準又は処分基準を

設定しない。 

※２：更に具体的な審査基準を作成することは困難であるため、具体的

な審査基準を設定しない。 

※３：更に具体的な処分基準を作成することは困難であるため、具体的

な処分基準を設定しない。 

※４：旧原子力安全委員会が決定した試験研究用原子炉に関する審査指

針のほか、発電用軽水型原子炉施設に係る指針等を参考にする。 

※５：旧原子力安全委員会が決定した核燃料施設に関する審査指針のほ

か、発電用軽水型原子炉施設に係る指針等を参考にする。 
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※６：申請件数が乏しい、又は申請内容によって審査に要する期間が大

きく変動すること等の理由により設定しない。 

※７：事案ごとの裁量が大きく審査基準を設定することは困難であるこ

と等の理由により設定しない。 

※６：申請件数が乏しい、又は申請内容によって審査に要する期間が大

きく変動すること等の理由により設定しない。 

※７：事案毎の裁量が大きく審査基準を設定することは困難であること

等の理由により設定しない。 

 


